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第１節 全国償却委員会文書第１８５２号
  貢租償却協定
 償却年地代・一時金合計額
第２節 全国償却委員会文書第１８５３号
第３節 全国償却委員会文書第１８９２号
  賦役・貢租償却協定
 償却年地代・一時金合計額
第４節 全国償却委員会文書第２０２３号
  賦役・貢租償却協定
 償却年地代・一時金合計額
第５節 全国償却委員会文書第２０２４号
  賦役・貢租償却協定
 償却年地代・一時金合計額
第６節 全国償却委員会文書第２０２５号
  賦役償却協定
 償却年地代・一時金合計額（３９巻３号）
第７節 全国償却委員会文書第２０２６号
第８節 全国償却委員会文書第２０２７号
  賦役償却協定
 償却年地代・一時金合計額
第９節 全国償却委員会文書第３７００号
  賦役・貢租・放牧権償却協定
 償却年地代・一時金合計額
第１０節 全国償却委員会文書第４６０１号
第１１節 全国償却委員会文書第５７７７号
  賦役・貢租償却協定
 償却年地代・一時金合計額
第１２節 全国償却委員会文書第５７７８号（４０巻１号）
第１３節 全国償却委員会文書第６３０８号
  賦役・放牧権・貢租などの償却協定
 償却年地代・一時金合計額
第１４節 全国償却委員会文書第６４７６号
《資 料》
騎士領プルシェンシュタイン（南ザクセン）における
封建的諸義務の償却（３・完）
岡山大学経済学会雑誌４０（２），２００８，７３～１０９
－７３－
第１３節 全国償却委員会文書第６３０８号
  賦役・放牧権・貢租などの償却協定
これは第６３０８号文書，「フライベルク近郊の騎士領プルシェンシュタインとハイダースドルフおよ
びニーダーザイフェンバッハの土地所有者との間の，１８４７年２月２０日／３月３１日の賦役・放牧権・貢
租などの償却協定（１）」である．
（Ⅰ）第１の［当事者］，……騎士領プルシェンシュタイン＝ザイダの所有者……，
（Ⅱ）第２の［当事者］，ハイダースドルフの下記の土地所有農，地片所有者，小屋住農と借家人家
屋所有者，協定番号１－３７，
（Ⅲ）第３の［当事者］，ニーダーザイフェンバッハの G. F.キルシェン，協定番号３８，および，
（Ⅳ）第４の当事者，ハイダースドルフの以下の土地所有農，小屋住農，地片所有者と借家人家屋所
有者，協定番号３９－７８（義務者全員の氏名と不動産は後出第１表）は……，賦役，貨幣貢租，
現物貢租，放牧権，その他の給付を協定の方式で以下のように償却した．（Ⅱ）［３７］A. F.
シュレーゲルに関しては［償却は］，法的効力のある判決に従っている． 特別［償却］委
員は前節のそれと同じであった．
第１条．この償却によって廃止される対象は次のものである．
 序文一連番号１，２a/b，３b，６b，９，１０b，１１－１３，１４a，２１，２７－３１，３３，３５と３７－７０の土
地に課された，以下の［義務．すなわち，］その一部は，直接に騎士領プルシェンシュタインに，あ
るいは，それに属するハイダースドルフの分農場に給付される，生の（in Natur）各種賦役・奉公で
あり，他は，１７３７年……，１７８５年……と１７９１年……の協定に従って，領民の側から解約可能な賦役代
納金として，騎士領プルシェンシュタインに支払われる賦役代納金である．
 協定序文番号１，２a/b，３b，６b，９，１０b，１１－１３，３５，３９－５１，５８b，６８と６９の土地から騎士
領プルシェンシュタインに毎年給付される穀物貢租（パン穀物・燕麦），
 序文番号１，２a/b，３b，６b，９，１０b，１１－１３，１４a，１６，２１，２７－３０，３３－３５，３９－４１，４５，
４７，５０，５２，５４，５６，５８a/b，５９－６１，６８と６９の土地から騎士領プルシェンシュタインに毎年届けら
れる確定貨幣貢租（賦役代納金，世襲貢租，クリスマス貢租，打穀金，警衛金と紡糸金），
 放牧権償却協定
 償却年地代・一時金合計額
第１５節 全国償却委員会文書第６８２７号
第１６節 全国償却委員会文書第１５５５８号
第１７節 全国償却委員会文書第１６１０３号
 ［抵当］認可料償却協定
 償却年地代・一時金合計額
第１８節 封建的諸義務償却一時金の集落別合計額
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  ハイダースドルフ村に属する土地に対して，騎士領プルシェンシュタインの羊に帰属した羊放
牧権，
 協定序文番号２b，３b，６bと５８bの土地の所有者があの羊放牧権のために蒙らねばならなかった
牧道権，
 プルシェンシュタインの騎士領領主が肥育のために毎年与えた豚１頭を，「水車の土地」，序文
番号３６の所有者が肥育させる，あるいは，後者［騎士領領主］の選択によっては，その代わりに現金
５T２G５Pを支払う，という義務，
 騎士領プルシェンシュタインの林地に放牧地がある場合，そこで雌牛４頭と子を産まない家畜
２頭とを自由に放牧させうる，と上記「水車の土地」，保険番号７０［協定番号３６］の所有者が主張す
る権利，および，
 ハイダースドルフの誰かがその農地で他人のために亜麻を播く場合に，世襲台帳に従って騎士
領プルシェンシュタインに帰属する亜麻播種貢租．
第２条．前条１，２と４－６項に挙げられた対象の廃止に対して，また，一部は第１条３項の貨幣
貢租に対して騎士領プルシェンシュタインは年地代と一時金支払いによって［補償される］．この
［年地代と一時金支払い］は第７条に記載されている．それは，法的効力ある判決あるいは協定を通
じて確定され，当事者双方によって承認された，特別の計算に基づいて記入された．貨幣貢租は主と
して一時金によって償還される．同様に，第１条７項に記された放牧権に対して，ハイダースドルフ
の「水車の土地」，保険番号７０の所有者 A. F.トリンクス［協定番号３６］は，彼自身の土地に課され
る，騎士領プルシェンシュタインの羊放牧権からの無償の解放，および，１８３８年４月１０日に支払われ
た一時金５T４G２Pによって補償された．それに対して，第１条８項に記された亜麻播種貢租と，
協定序文番号１，２a/b，３b，６b，９，１０b，１１－１３，１４a，２１，２７－３０および５８bの土地の貨幣貢租
を，プルシェンシュタインの騎士領領主は無償で廃止させる．
第３条．（ａ）第２の契約当事者に関しては１８３８年初が，（ｂ）第３の契約当事者については１８３７年初
が，（ｃ）第４の契約当事者と，第２の当事者中の契約締結者，［協定］番号３１および３５，の土地の放
牧権に対しては１８４５年初が，本契約実施の時点と定められる．第１条１，２と４－８項に挙げられた
償却対象は，その時点で廃止されたと見なされる．約定された地代は，それ以後に支払われるべきで
ある．しかし，第１条３項に述べられた貨幣貢租は，それが第２条に従って無償で廃止されない限
り，１８３８年初に実施された，と見なされるべきであるけれども，それは，それに対して定められた一
時金の支払い以前には，廃止されない，と規定された．
第４条．［償却地代の支払時期省略］
第５条．［償却地代の地代銀行委託と地代端数省略］
第６条．［償却一時金の支払時期省略］
第７条．［償却地代と一時金（後出第２表）］．［地代銀行委託額と地代端数省略］
第８条．［対物的負担としての償却地代省略］
第９条．［償却費用の分担と同文４部の償却協定省略］
ハイダースドルフにて１８４７年２月２０日７６ページは本協定第７条を示している．
２２１騎士領プルシェンシュタイン（南ザクセン）における封建的諸義務の償却（３・完）
－７５－
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協定署名集会議事録は省略する．
この協定を全国償却委員会，ミュラーは１８４７年３月３１日に承認した．
（注１）GK, Nr. 6308, Frohn− Hutungs− Zins− pp. Ablösungsreceß vom 20. Februar/31. März 1847 zwischen dem Rittergut
Purschenstein bei Freiberg und den Grundstücksbesitzern zu Heidersdorf und Niederseifenbach.本協定の表題で貢租
と記されているものは，第１条によれば現物貢租と貨幣貢租である．
  償却年地代・一時金合計額
第１表は，序文の記載を参考にしつつ，第７条の一覧表から義務者全員の氏名と不動産を，〈 〉
に保険番号を示している．その場合，第１に，以下の６種の不動産を，すなわち，（ ）Grundstücke，
（）Grundstückswirthschaft，（）当村の「いわゆる」Mühlfeld，（）Parzelle，（）Trennstückと
（）Wirthschaftを，すべて地片（１）と訳した．本協定序文は第２の当事者（Ⅱ）と第４の当事者
（Ⅳ）を土地所有農（Begüterte），小屋住農，借家人家屋所有者とWirthschaftsbesitzerの４階層に区
分している．したがって，義務者全体から土地所有農，小屋住農と借家人家屋所有者を除いた部分
が，Wirthschaftsbesitzerであるはずである．これに該当する階層の不動産は，（ ）協定番号５１b，
５１c，５１d，５１e，５１f，５１g，７７が所有する Grundstücke，（）同１６，１９，２２－２６，６８所有 の Grund-
stückswirthschaft，（）同１３の「い わ ゆ る」Mühlfeld，（）同９b，９d，９h，９i，９k，９l，９m，７８の
Parzelle，（）同９e，９f，９g，９nの Trennstückと（）同１５のWirthschaftである．これらの一部は第
７条において別様に表現されている．すなわち，協定序文９b，９d，９h，９i，９k，９l，９mの Parzelleと
同５１b，５１c，５１d，５１e，５１f，５１gの Grundstückeは，第７条の Trennstück（これには，序文で隠居者
家屋・土地と記されている同９cが含まれる）であり，協定序文７７の Grundstückeは第７条で Parzelle
とされ，同７８の Parzelleは Grundstückeと記されている．ただし，①協定序文１６の Grundstückswirthschaft
は，第７条では「家屋・地片（Grundstück）」と記されている．②これらの不動産の一部に序文で付
記されている面積は省略した．第２に，Handerbengut（協定番号６９）は世襲手［賦役］農地と訳し
た．第３に，本表の氏名と不動産の間に序文から記号（［１４］についての［９d］など）を取って，書
き加えた．両者は同一人である．第４に，氏名と不動産の間に（ ）で記した地名も，序文から取ら
れた．その地名は所有者の居住地を示すであろう．第５に，協定番号５８bの付属的不動産，Feldstück
は地片と訳した．第６に，付属地のうち協定番号３６のそれを序文は「採草地と地片（Feld）」と表記
している．第７に，同３１，６５，６６の小屋住農家屋は序文では小屋住農家屋・地片である．
第１表 義務者全員の氏名と不動産
（Ⅱ）ハイダースドルフ
［１］故 Friedrich Gottlieb Wilhelm Glöcknerの遺族た
ち（
１
４フーフェ農地〈１８〉）
［２］Karl Gottlieb August Sättler（（ａ）
１
４フーフェ農
地〈２６〉，（ｂ）
１
４フーフェ農地［家屋なし］）
［３］August Friedrich Reichelt（（ａ）
１
４フーフェ農地
〈２８〉，（ｂ）
１
４フーフェ農地［家屋なし］）
２２３騎士領プルシェンシュタイン（南ザクセン）における封建的諸義務の償却（３・完）
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［４］Karl Heinrich Fischer（
１
４フーフェ農地〈２９〉）
［５］Karl August Hieckel（
１
４フーフェ農地〈３０〉）
［６］August Friedrich Gräfner（（ａ）
１
４フーフェ農地
〈３１〉，（ｂ）
１
２フーフェ農地〈３４〉）
［７］Christian Friedrich Müller（
１
４フーフェ農地
〈３２〉）
［８］Karl Gottlieb Schlegel（
１
４フーフェ農地〈３３〉）
［９a］Karl Gottlob Glöckner sen.（１フーフェ農地分割
後の主農場〈３９〉）
［９b］同上（地片）
［９c］Karl Gottlob Glöckner jun.（地片）
［９d］Karl Friedrich Schlegel（地片）
［９e］Samuel Gottlieb Beer（地片）
［９f］Carl Friedrich Wilhelm Heym（地片）
［９g］妻 Johanne Eleonore Müller（地片）
［９h］Karl Friedrich Herklotz（地片）
［９i］Ehregott Adolph Friedrich Heim（地片）
［９k］August Friedrich Schubert（地片）
［９l］Gotthelf Friedrich Kuhnert（地片）
［９m］Esaias Friedrich Benjamin Brückner（地片）
［９n］Carl Gottlieb Oehme（地片）
［１０］Gotthelf Friedrich Zänker（（ａ）世襲村 長 地
〈４３〉，（ｂ）１フーフェ農地〈４４〉）
［１１］Ehregott Friedrich Wilhelm Göpfert（
１
２フーフェ
農地〈４２〉）
［１２］Carl Wilhelm Tränkner（１フーフェ農地〈５８〉）
［１３］Gotthelf Friedrich Tränkner（地片）
［１４］C. F. Schlegel［９d］（（ａ）家屋〈４６〉，（ｂ）世襲
林地）
［１５］Fürchtegott Leberecht Kaden（地片〈６９〉）
［１６］Karl Friedrich Kaden（家屋・地片〈６８〉）
［１７］Christian Gottlieb Heinrich（家屋２戸・地片〈６５
／６６〉）
［１８］Ernst Wilhelm Herrmann（家屋・地片〈８７〉）
［１９］Carl Friedrich Schneider（地片〈８８〉）
［２０］Christian Friedrich Müller（
１
４フーフェ農地
〈９４〉）
［２１］G. F. Kuhnert［９l］（小屋住農家屋〈６３〉）
［２２］Christian Friedrich Tränkner（地片〈７４〉）
［２３］Fürchtegott Friedrich Beer（地片〈７５〉）
［２４］Gottlieb Fürchtegott Wilhelm Eulenberger（地片
〈７３〉）
［２５］Carl Friedrich Tränkner（地片〈７２〉）
［２６］David Leberecht Friedrich Philipp（地片〈８６〉）
［２７］Carl Friedrich Wilhelm Reichelt（小屋住農家屋
〈２〉）
［２８］Carl Gottlieb Hengst（小屋住農家屋〈３８〉）
［２９］Friedrich Fürchtegott Illing（借家人家屋〈４１〉）
［３０］Carl Wilhelm Beer（借家人家屋〈５〉）
［３１］Johann Gottlieb Schneider（小屋住農家屋〈７７〉）
［３２］Heinrich Albrecht Schmieder（家屋・地片〈４５〉）
［３３］妻 Johanne Eleonore Reichelt（小屋住農家屋
〈３〉）
［３４］妻 Christiane Gottliebe Beer（小屋住農家屋
〈１５〉）
［３５］Gotthelf Friedrich Neubauer（
１
２フーフェ農地
〈１４〉）
［３６］August Friedrich Trinks（世襲水車・付属地
〈７０〉）
［３７］August Friedrich Schlegel（借家人家屋〈６〉）
（Ⅲ）ニーダーザイフェンバッハ
［３８］Gottlieb Friedrich Kirschen（鍛冶場・地片〈２８〉）
（Ⅳ）ハイダースドルフ
［３９］未亡人 Johanne Christliebe Heinrichと家族（
１
４
フーフェ農地〈９〉）
［４０］Carl Gotthelf Böttger（
１
２フーフェ農地〈１３〉）
［４１］George Karl Göhler（
１
４フーフェ農地〈１９〉）
［４２］August Friedrich Schlegel（
１
２フーフェ農地
〈２０〉）
［４３］Carl Gottlieb Hetzel（
１
２フーフェ農地〈２２〉）
［４４］Johann Gotthelf Friedrich Fleischer（
１
４フーフェ
農地〈２３〉）
［４５］Samuel Gottlieb Beer（
１
４フーフェ農地〈２７〉）
［４６］Gottlob Friedrich Müller（
１
２フーフェ農地
〈２４〉）
［４７］Gottlieb Ehregott Kaden（
１
２フーフェ農地〈５７〉）
［４８］Christian Friedrich Pönig（
１
４フーフェ農地
〈５９〉）
［４９］Christian Friedrich Hiemann（
１
４フーフェ農地
［家屋なし］）
［５０］妻 Johanne Beate Wagner（１フーフェ農地
〈６１〉）
［５１a］Carl Gottlieb Seifert（
１
２フーフェ農地分割後の
主農場〈６４〉）
［５１b］Karl Friedrich Kaden（アイゼンツェッヘ）（地
片）
［５１c］Fürchtegott Leberecht Kaden（アイゼンツェッ
松 尾 展 成２２４
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本協定本文は大部分の義務的不動産を協定番号でもって記録している．例外はハイダースドルフの
保険番号〈７０〉だけであり，これは協定番号［３６］である．
本協定は第１条によって賦役，現物貢租，貨幣貢租（賦役代納金と亜麻播種貢租を含む），放牧権
などを償却した．第２表は第７条から各義務者の償却年地代（Ａ）と一時金（Ｂ）のみを村別に示
す．ただし，第１条７項は，騎士領林地における水車所有者の放牧権も償却した．これについて第２
条は次のように規定した．「第１条７項に記された放牧権に対して，ハイダースドルフの「水車の土
地」……の所有者……は，……騎士領プルシェンシュタインの羊放牧権からの無償の解放，および，
１８３８年４月１０日に支払われた現金５T４G２Pによって補償された」．この「現金５T４G２P」は本協
定第７条一覧表には明示されていないけれども，私はこれを水車屋に対する騎士領からの償却一時金
と見なす．
第２表 各義務者の償却年地代・一時金額
（Ⅱ・Ⅳ）ハイダースドルフ
ヘ）（地片）
［５１d］Carl August Pierschel（アイゼンツェッヘ）（地
片）
［５１e］August Friedrich Ferdinand Hetze（ニーダーザ
イフェンバッハ）（地片）
［５１f］Karl Wilhelm Tränkner（ハイダースドルフ）
（地片）
［５１g］Gotthelf Friedrich Tränkner（ハイダースドル
フ）（地片）
［５２］未亡人 Christiane Friedericke Hartwig（小屋住農
家屋〈４０〉）
［５３］妻 Christiane Friedericke Brückner（小屋住農家
屋〈１７〉）
［５４］Friedrich Fürchtegott Rauer（小屋住農家屋
〈１６〉）
［５５］妻 J. E. Müller［９g］（小屋住農家屋〈１２〉）
［５６］妻 Christiane Eleonore Rauer（小屋住農家屋
〈４９〉）
［５７］Karl Friedrich Herklotz（小屋住農家屋〈１０〉）
［５８］Samuel Friedrich Beer（（ａ）小屋住農 家 屋
〈５０〉，（ｂ）地片）
［５９］Friedrich Fürchtegott Stiel（小屋住農家屋〈５２〉）
［６０］Carl Friedrich Leberecht Schlegel（小屋住農家屋
〈８〉）
［６１］C. G. Glöckner［９c］（小屋住農家屋〈５３〉）
［６２］C. G. Oehme［９n］（小屋住農家屋〈５４〉）
［６３］S. G. Beer［９e］（小屋住農家屋〈５５〉）
［６４］妻 Johanne Rosine Fritzsche（小屋住農家屋
〈６０〉）
［６５］Gotthold Friedrich Kempe（小屋住農家屋〈７９〉）
［６６］Johann Fürchtegott Ramm（小屋住農家屋〈８０〉）
［６７］Gotthelf Friedrich Walther（小屋住農家屋〈８４〉）
［６８］Johann Gotthold Kirchhübel（地片〈８３〉）
［６９］Johann Gottlieb Friedrich Philipp（世襲手［賦
役］農地〈８５〉）
［７０］C. F. W. Heym［９f］（借家人家屋〈１１〉）
［７１］August Friedrich Beer（
１
４フーフェ農地〈２５〉）
［７２］Gotthold Friedrich Kempe Ⅱ（家屋・付属地
〈７８〉）
［７３］Carl Ehregott Ficke（家屋・付属地〈８１〉）
［７４］Ehregott Adolph Friedrich Philipp（家屋・付属地
〈８２〉）
［７５］Karl Gotthold Hahn（搾油水車・付属地〈９０〉）
［７６］Christian Gottlieb Reichelt（家屋・付属地〈９８〉）
［７７］Carl Gottlieb Wenzel（ディッタースバッハ）（地
片）
［７８］ハイダースドルフ村（代表は村長 Karl Wilhelm
Tränkner）（地片）
［１］（Ａ）年地代５T２６G１P
［２a］（Ａ）年地代６T７G２P
［２b］（Ａ）年地代２T１３G８P
［３a］（Ａ）年地代−T１２G８P
［３b］（Ａ）年地代２T２８G８P
［４，７，１９］（Ａ）年地代−T１１G６P
２２５騎士領プルシェンシュタイン（南ザクセン）における封建的諸義務の償却（３・完）
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［５］（Ａ）年地代−T１１G９P
［６a］（Ａ）年地代−T１１G８P
［６b］（Ａ）年地代５T２７G６P
［８］（Ａ）年地代−T１０G６P
［９a］（Ａ）年地代６T３G９P
［９b，９c］（Ａ）年地代−T２６G３P
［９d，９m］（Ａ）年地代−T１７G５P
［９e］（Ａ）年地代１T５G−P
［９f］（Ａ）年地代−T８G８P
［９g］（Ａ）年地代１T２２G６P
［９h］（Ａ）年地代−T１３G１P
［９i，９k，９l］（Ａ）年地代−T４G４P
［９n］（Ａ）年地代１T１３G８P
［１０a］（Ａ）年地代−T１５G４P
［１０b］（Ａ）年地代１７T１４G８P
［１１］（Ａ）年地代１１T２１G２P
［１２］（Ａ）年地代１７T３G２P
［１３］（Ａ）年地代１T８G１P
［１４a，２１，２８］（Ａ）年地代２T２３G１P
［１４b］（Ａ）年地代−T−G９P
［１５］（Ａ）年地代−T−G３P
［１６］（Ａ）年地代−T４G５P＋（Ｂ）一時金６４T１４G８P
［１７，２０，２６］（Ａ）年地代−T５G８P
［１８，２２］（Ａ）年地代−T３G５P
［２３］（Ａ）年地代−T２G２P
［２４］（Ａ）年地代−T６G４P
［２５］（Ａ）年地代−T６G１P
［２７］（Ａ）年地代３T１６G２P
［２９，７０］（Ａ）年地代２T１G７P
［３０］（Ａ）年地代２T７G７P
［３１］（Ａ）年地代−T１８G９．６P
［３２］（Ａ）年地代−T−G６P
［３３］（Ａ）年地代３T５G１P＋（Ｂ）一時金５T２９G９P
［３４］（Ｂ）一時金４４T１６G１P
［３５］（Ａ）年地代３T２０G８P＋（Ｂ）一時金７４T２８G３P
［３６］（Ａ）年地代３T２G５P
［３７］（Ａ）年地代−T５G１P
［３９］（Ａ）年地代１２T２４G９P＋（Ｂ）一時金１５T２８G−P
［４０］（Ａ）年地代１４T２６G１P＋（Ｂ）一時金１５T２８G−P
［４１］（Ａ）年地代７T７G７P＋（Ｂ）一時金７T２２G−P
［４２］（Ａ）年地代１１T２G７P
［４３］（Ａ）年地代１１T１４G５P
［４４］（Ａ）年地代７T１７G４P
［４５］（Ａ）年地代７T１９G７P＋（Ｂ）一時金７T２８G−P
［４６］（Ａ）年地代８T６G４P
［４７］（Ａ）年地代１３T２４G７P＋（Ｂ）一時金１３T２４G−P
［４８］（Ａ）年地代５T２５G１P
［４９］（Ａ）年地代５T２５G−P
［５０］（Ａ）年地代１９T１５G１P＋（Ｂ）一時金１５T２８G−P
［５１a］（Ａ）年地代５T９G２P
［５１b］（Ａ）年地代−T１４G４P
［５１c］（Ａ）年地代−T１０G８P
［５１d］（Ａ）年地代−T６G−P
［５１e］（Ａ）年地代−T６G８P
［５１f］（Ａ）年地代−T８G−P
［５１g］（Ａ）年地代−T１４G８P
［５２，５４，５８a，５９－６１］（Ａ）年 地 代３T５G１P＋
（Ｂ）一時金６T−G−P
［５３，５５，５７，６２－６４，６７］（Ａ）年地代３T５G１P
［５６］（Ａ）年地代３T９G５P＋（Ｂ）一時金６T−G−P
［５８b］（Ａ）年地代−T１５G−P
［６５］（Ａ）年地代３T２６G４．４P
［６６］（Ａ）年地代３T２４G２．５P
［６８］（Ａ）年地代１T２０G５P＋（Ｂ）一時金２T４G−P
［６９］（Ａ）年地代１T２２G６P＋（Ｂ）一時金２T４G−P
［７１］（Ａ）年地代−T２１G６P
［７２］（Ａ）年地代−T−G５P
［７３］（Ａ）年地代−T６G９P
［７４］（Ａ）年地代−T６G６P
［７５］（Ａ）年地代−T−G０．６P
［７６］（Ａ）年地代−T１G０．１P
［７７］（Ａ）年地代−T−G７．９P
［７８］（Ａ）年地代−T１４G０．５P
（Ⅲ）ニーダーザイフェンバッハ
［３８］（Ａ）年地代１T−G８P
（Ⅰ）騎士領（ハイダースドルフの水車屋に対して）
（Ｂ）一時金５T４G２P（２）
２村合計（Ａ）年地代３１１T１６G７．６P＋（Ｂ）一時金３１３T１５G１P［＋５T４G２P（２）＝３１８T１９G３P］
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第２表の金額からプフェニヒ額を切り捨て，貨幣貢租も２５倍額の一時金によって償却された，と想
定して，一時金換算年地代と一時金の村別合計額を求める．それが第３表である．
第３表 一時金換算年地代・一時金合計額
  ハイダースドルフ（Ⅱ＋Ⅳ）
（Ａ）年地代３１０T１５G９．６P≒３１０T１５G｛７，７６２T１５G≒７，７６２NT｝〈９６％〉
（Ｂ）一時金 ｛３１３T１５G１P≒３１３NT｝〈４％〉
小計 ｛８，０７５NT｝〈１００％〉
 ニーダーザイフェンバッハ（Ⅲ）
（Ａ）年地代 １T−G８P≒１T ｛２５NT｝〈０％〉
 騎士領（Ⅰ）
（Ｂ）一時金 ｛５T４G２P≒５NT｝〈０％〉
 合計（１＋２＋３） ｛８，１０５NT｝〈１００％〉
償却一時金合計（そのうち９６％が年地代，４％が一時金）は，ほぼすべてがハイダースドルフ所在
の不動産に帰属した．ニーダーザイフェンバッハの不動産が負担した年地代，および，ハイダースド
ルフの水車所有者に騎士領が支払った一時金は，合計額の０％である．本協定は賦役，現物貢租，貨
幣貢租と放牧権を償却したけれども，負担各種目が償却金合計の中でどのような割合を占めるか，は
不明である．ハイダースドルフの一時金（全体の４％）は主として貨幣貢租に基づくであろう．騎士
領が負担する一時金は，水車屋の放牧権（第１条７項）を償却するものであるが，それは合計の０％
にすぎなかった．
（注１）本稿第１節は Grundstück，Parcelleと Stückを，そして，第６節は Feldgrundstück，Feldwirthschaftと
（gekaufte）Rittergutsfeldを，括弧付きの「耕地」と訳していた．それに対して三好正喜氏は，Feldは農地
であり，Ackerが耕地である，と指摘された．この指摘を参考にして，私は本節第１の（ ）から
（）までの不動産６種を，すべて地片と訳すことにした．ただし，この中の（ ），Grundstückeは今一
つの意味を，本協定においても他の協定においても持つ．すなわち，義務者全員（土地所有農，小屋住農
と借家人家屋所有者を含む）が，さらに，権利者が所有する土地，の意味である．また，本協定第７条と
の関連で私は（）の Parzelleと（）Trennstückも（ ）Grundstückeと同義と考えた．さらに，Parzelle
の別の表現である，本稿第５節の Avulsoも，地片と改めたい．
（注２）この金額は第７条一覧表に表示されていない．
第１４節 全国償却委員会文書第６４７６号
  放牧権償却協定
これは第６４７６号文書，「フライベルク近郊の騎士領プルシェンシュタインとクラウスニッツの土地
所有者との間の，１８４７年９月１０日／３０日の放牧権償却協定（１）」である．
第１の［当事者］，……騎士領プルシェンシュタイン＝ザイダの所有者……と第２の当事者，クラ
ウスニッツの下記の土地所有農（２）（義務者全員の氏名と不動産は後出第１表）は……，全国償却委員
２２７騎士領プルシェンシュタイン（南ザクセン）における封建的諸義務の償却（３・完）
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会の承認を除いて，以下の……償却協定を相互に締結した． 特別［償却］委員は前節と同じで
あった．
第１条．第２の契約締結者の土地について騎士領プルシェンシュタイン＝ザイダに帰属した放牧権
は，その全範囲においてここに償却され，永久に消滅する．
第２条．それに対して，本協定第５条に挙げられる年地代が，プルシェンシュタインの騎士領領主
に帰属する．それは，相互に計算され，適切としてここに今一度承認される．
第３条．この償却は既に１８４５年初に発効した．毎年４回……払い込まれるべき地代は，同年初から
回転し始めた．
第４条．［年地代の地代銀行委託 省略］
第５条．［年地代額（後出第２表）］．［地代銀行委託額と地代端数 省略］
第６条．［対物的負担としての償却地代 省略］
第７条．償却の費用について，本協定の起草までは半分が……［騎士領所有者］によって［負担さ
れ］，残りの半分はクラウスニッツの上記土地所有農（２）によって，フリーデバッハ，ケマースヴァル
デとハイダースドルフの……土地所有者（２）と共同して（３），協定された放牧権償却地代額に比例して，
負担される．したがって，クラウスニッツのそれは全体の ６，３８３３９，００９である．協定の起草以後［の費用］
は序文の契約締結者によって折半される．……［同文４部の償却協定 省略］
プルシェンシュタインとクラウスニッツにて１８４７年９月１０日 ８３ページは本協定第５条を示す．
協定署名集会議事録は省略する．
全国償却委員会，ミュラーは４７年９月３０日に本協定を承認した．
（注１）GK, Nr. 6476, Huthungsablösungsreceß vom 10./30. September 1847 zwischen dem Rittergut Purschenstein bei
Freiberg und den Grundstücksbesitzern zu Clausnitz.
（注２）本協定の義務者は，表紙では Grundstücksbesitzerと記され，序文では Feldbegütherteと概括され，第７条
によれば序文と同じ Feldbegütherte（他の３村の義務者は Feldbesitzerと表現されている）である．義務者の
不動産は第５条一覧表（第１表）において Grundstückとされている．その大部分はフーフェ農地であり，
［１３］だけが小屋住農家屋である（［６］教区所有地は，保険番号をもつから，地片でないはずであるが，
詳細不明である）．そこで，Feldbegütherteを土地所有農と訳した．なお，本節第１表の［２a］から
［２e］までの土地は，第５条で
１
５フーフェ農地とされているけれども，序文では地片（Parzelle）である．
本協定が記録する，最小のフーフェ農地は
１
６フーフェ農地であるが，これは，１フーフェ農地を主農場と
する義務者［９］の付属地であり，第５条でも
１
６フーフェ農地と表記されている．
（注３）ここで指摘された放牧権は，フリーデバッハに関しては１８４０年の全国委員会文書２０２３号（本稿第４節）
第２条によって，ケマースヴァルデでは１８４０年の同２０２４号（本稿第５節）第２条（ｅ）によって，そし
て，ハイダースドルフでは１８４７年の同６３０８号（本稿第１３節）第１条によって，償却された羊放牧権を指
すであろう．そのために，本協定の放牧権も，明記されていないけれども，羊放牧権と考えられる．
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  償却年地代・一時金合計額
第１表は協定序文を参照しつつ，第５条から義務者全員の氏名と不動産を，〈 〉内に保険番号を
示す．
第１表 義務者全員の氏名と不動産
第２表は第５条から各義務者の償却年地代額のみを示す．
第２表 各義務者の償却年地代額
［１］故 Traugott Friedrich Lippmannの遺族たち（
３
４
フーフェ農地〈１０〉）
［２a］Traugott Friedrich Müller（
１
５フーフェ農地［と
家屋］〈２５〉）
［２b］Karl Friedrich Müller（
１
５フーフェ農地）
［２c］August Friedrich Müller（
１
５フーフェ農地）
［２d］Gottlob Friedrich Fürchtegott Müller（
１
５フーフェ
農地）
［２e］Christian Gottlieb Müller（
１
５フーフェ農地）
［３］Johann Christoph Löschner（１フーフェ農地
〈３０〉）
［４］Samuel Friedrich Butter（フーフェ農地〈３３〉）
［５］故 Christian Gottlob Müllerの遺族たち（
１
２フー
フェ農地〈４６〉）
［６］クラウスニッツの教区所有地〈５８〉
［７］未亡人 Johanne Christiane Lohse（（ａ）フーフェ
農地〈７６〉，（ｂ）上手の世襲採草地）
［８］Gottlieb Friedrich Richter（
１
４フーフェ農地
〈７８〉）
［９］Gottlob Leberecht Kümmer（（ａ）１フーフェ農
地〈８１〉，（ｂ）上手の世襲採草地，（ｃ）
１
６フー
フェ農地，（ｄ）世襲林地，（ｅ）御館採草地）
［１０］Friedrich Fürchtegott Böttrich（
３
４フーフェ農地
〈８９〉）
［１１］未亡人 Johanne Eleonore Clausnitzerと子供（
１
４
フーフェ農地〈１００〉）
［１２］Gottlob Friedrich Zemmrich（
３
４フーフェ農地
〈１０７〉）
［１３］Karl Gottlieb Müller（小屋住農家屋（１）〈１０９〉）
［１４］Karl Gottlob Weidensdörfer（
１
２フーフェ農地
〈１１０〉）
［１５］Gottlob Friedrich Lippmann［jun.］（
３
４フーフェ
農地〈１１１〉）
［１６］Gottlob Friedrich Herklotz（
１
２フーフェ農地
〈１１５〉）
［１７］Traugott Friedrich Wolf（１フーフェ農地の主農
場〈１２０〉）
［１］２T２５G３P
［２a］−T１８G４P
［２b］−T１９G−P
［２c］−T２１G９P
［２d］−T１９G１P
［２e］−T２１G−P
［３］３T２G−P
［４］３T１０G３P
［５］２T４G９P
［６］１T２４G２P
［７a］２T３G５P
［７b］−T２G１P
［８］１T１４G３P
［９a］３T２G６P
［９b］−T３G８P
［９c］−T１９G５P
［９d］−T２G８P
［９e］−T４G７P
［１０］２T５G４P
［１１］１T１G３P
［１２］２T１５G６P
［１３］−T−G７．４６P
［１４］１T１１G４P
［１５］２T１１G７P
［１６］１T１４G７P
［１７］２T２８G７P
合計３８T８G９．４６P≒３８T８G｛９５６T２０G≒９５６NT｝
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第２表から償却一時金額は年地代額の２５倍，９５６NTとなる．これはすべて騎士領の放牧権に基づ
く．
（注１）ここでは Häuslernahrungと記され，序文では家屋付き林地とされている．
第１５節 全国償却委員会文書第６８２７号
これは第６８２７号文書，「フライベルク近郊の騎士領プルシェンシュタインとザイダのパン屋同職組
合，肉屋同職組合，皮剥所およびノイハウゼンの土地所有者シュナイダーとの間の，１８４８年９月４日
／２０日の現物貢租・貨幣貢租・賦役償却協定（１）」である．
Ⅰ，第１の［当事者］，……騎士領プルシェンシュタイン＝ザイダの所有者……，
Ⅱ，第２の［当事者］，ザイダ市のパン屋同職組合，
Ⅲ，第３の［当事者］，ザイダ市の肉屋同職組合，
Ⅳ，第４の［当事者］，ザイダの皮剥所（２）（Scharfrichterei）所有者，ヨーゼフ・フリードリヒ・
ヴォトルーバ（Joseph Friedrich Wotruba）
Ⅴ，第５の当事者，ノイハウゼンのフリードリヒ・ヴィルヘルム・フュルヒテゴット・シュナイ
ダー（Friedrich Wilhelm Fürchtegott Schneider）
は，任命された特別［償却］委員，ノッセンの弁護士 A. A. ヘフナーとラウエンシュタインの農業者
C. G. T. メルツァーの指導の下で，……全国委員会の承認を除いて，以下の償却協定を……締結し
た．Ⅱの代表者は同地の上級親方カルル・ヴィルヘルム・ツィーネルト二世（Carl Wilhelm Zienert
jun.）と長老（Vormeister）フリードリヒ・ゴットリープ・タイヒマン（Friedrich Gottlieb Teichmann）
であり，Ⅲの代表者は同地の上級親方ヨハン・ゴットロープ・ドレクセル（Johann Gottlob Drechsel）
と長老フリードリヒ・ヴィルヘルム・ヘニッケ（Friedrich Wilhelm Hönicke）である．Ⅴは（ａ）ノイ
ハウゼンの住宅，保険番号１２２と納屋，製材水車，園地および地片（３），ノイハウゼン土地台帳，
７８６a，７８６b，７９１，（ｂ）地片（４），同土地台帳７５９，（ｃ）世襲林地，同土地台帳５１７と５１８……，（ｄ）ボル
ン林地，土地台帳５２６の所有者である．
第１条．これ［本協定］によって以下が償却される．
Ⅱについて，ザイダのパン屋同職組合に所属し，そこに居住するパン屋親方各人が，売り台貢租と
して毎年クリスマスに，「クリスマスの編みパン」１個を，あるいは，その代わりに７G７P（２０グル
デン［鋳貨］率で６G）を，また，聖ヤコブ祭に売り台貢租６G５P（２０グルデン［鋳貨］率で５G）
を，騎士領プルシェンシュタイン＝ザイダに支払う義務，
Ⅲについて，ザイダの肉屋同職組合が毎年，聖アンドレーアス祭に良質の牛脂１０シュタインの残り
として６シュタインを，あるいは，権利ある騎士領領主の選択によって牛脂１シュタインにつき２T
９G４P（２０グルデン［鋳貨］率で２T６G）を，上記の騎士領に支払う義務，
２３１騎士領プルシェンシュタイン（南ザクセン）における封建的諸義務の償却（３・完）
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Ⅳについて，ザイダの皮剥所所有者が皮剥人貢租（Cavillerzins）として馬の頸筋肉の脂肪１缶，犬
の脂肪１缶と犬の皮３枚を当騎士領に毎年引き渡す義務，最後に，
Ⅴについて，（ａ）現在シュナイダー［に属する］，ノイハウゼンの住宅，保険番号１２２と付属地の
時々の所有者が，騎士領の建物に［必要な］，また，それと分農場の経営に必要な，すべての板，そ
の他の木材を一般に低価格で［切り］，板・半丸太材・柱については，これまで永久に定められた賃
金で，切り，丸太から樹皮を無償で切り離し，さらに，切った木材すべてを無償で積み重ね，掛ける
（im Stocke zu übergeben），という義務．（ｂ）ノイハウゼンの上記シュナイダーの所有地，保険番号
１２２が［支払う世襲貢租］１３T１５G−P，および，シュナイダーのその他の地片，ノイハウゼン土地台帳
７５９，５１７，５１８と５２６［序文Ⅴの（ｂ），（ｃ）と（ｄ））］が騎士領プルシェンシュタイン＝ザイダに毎年
支払う世襲貢租，合計１T１３G８P.
第２条．これらの義務と世襲貢租の消滅に対してプルシェンシュタイン＝ザイダの騎士領領主は次
のように補償される．すなわち，
Ⅱについて，ザイダのパン屋同職組合から一時金１００T,
Ⅲについて，同地の肉屋同職組合から年地代１０T,
Ⅳについて，ザイダの皮剥所所有者から同じく１T２４G，そして，
Ⅴについて，ノイハウゼンの水車所有者 F. W. F.シュナイダーから（ａ）年地代２T１４G８Pと（ｂ）世襲
貢租に代わる一時金３７４Tをそれ［騎士領領主］は受け取る．さらに，ザイダの肉屋同職組合は，プ
ルシェンシュタインの騎士領領主によるザイダの肉切り台の維持を，［義務に対する］反対給付とし
て主張したが，それ［その主張］を放棄する．
第３条．……［騎士領所有者］はこれらの補償と［権利］放棄を受け入れ，それに対して第１条
Ⅱ，Ⅲ，ⅣとⅤ（ａ）の義務を１８４６年から永久に消滅させた．また，［騎士領所有者は］Ⅴ（ｂ）の世襲
貢租を，それが，協定された，２５倍額の償却一時金の現実の支払いによって次第に償還されるに比例
して，また，その時点から，［消滅させる］．そればかりでなく，［騎士領所有者は］ザイダのパン屋
同職組合と肉屋同職組合に対して，償却される貢租に関して，１８４５年末までに満期となったが，従来
滞納されている，すべての給付を免除する．
第４条．第２条Ⅲ，ⅣとⅤ［a］の上記年地代は１８４６年初から回転し始めた．［この年地代の支払時期
および第２条（ⅡとⅤb）の一時金支払時期 省略］
第５条．［第２条ⅣとⅤaの年地代の地代銀行委託 省略］
第６条．［対物的負担としての償却地代 省略］
第７条．［償却費用の分担 省略］
第８条．［同文４部の償却協定 省略］
プルシェンシュタインにて１８４８年９月４日およびザイダ市にて４／１２日
騎士領プルシェンシュタインにおける１８４８年９月４日およびザイダ市における同月１２日の協定署名
集会議事録は省略する．ただし，４日と１２日の署名欄には法律関係特別［償却］委員としてエルンス
ト・クレム（Ernst Klemm）が，４日には経済関係特別［償却］委員として C. G. T.メルツァーが署
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名している．したがって，法律関係特別［償却］委員は，協定序文に記されたヘフナーから，１８４８年
９月初には E.クレムに交代していた（メルツァーは留任）．
本協定を全国償却委員会，ミュラーは１８４８年９月２０日に承認した．
本協定で償却される義務のうち，騎士領が現物貢租か貨幣貢租かを選択できた貢租を，貨幣貢租と
想定すると，第１条Ⅱの貨幣貢租が第２条によって償却一時金１００Tで，Ⅲの貨幣貢租が年地代１０T
で，Ⅳの現物貢租が年地代１T２４Gで，Ⅴ（ａ）の賦役が年地代２T１４G８Pで，Ⅴ（ｂ）の貨幣貢租が一
時金３７４T（５）で償却された．第１表は一時金換算年地代と一時金の種目別合計額を示す．貨幣貢租のう
ち，協定本文が言及していない部分についても，便宜上その２５倍額を償却一時金額と想定する．
第１表 一時金換算年地代・一時金合計額
  ザイダ市
（ ）現物貢租（Ⅳ）年地代１NT２４NG｛４５NT−NG｝［１１％］
（）貨幣貢租（Ⅱ）一時金 ｛１００NT｝［２５％］
（Ⅲ）年地代１０NT ｛２５０NT｝［６３％］
（）小計 ｛３５０NT｝［８９％］
  計 ｛３９５NT｝［１００％］〈４８％〉
 ノイハウゼン村
（ ）賦役（Ⅴa）年地代 ２NT１４NG８NP≒２NT１４NG｛６１NT２０NG≒６１NT｝［１４％］
（）貨幣貢租（Ⅴb）一時金 ｛３７４NT｝［８６％］
 計 ｛４３５NT｝［１００％］〈５２％〉
 合計 ｛８３０NT｝〈１００％〉
本表によれば，ザイダ（２同職組合と皮剥所）の貨幣貢租はザイダの償却額全体の８９％を，現物貢
租は１１％を占めていた．ノイハウゼン（製材水車）については貨幣貢租（５）がノイハウゼンの償却額全
体の８６％，賦役が１４％であった．集落別にはノイハウゼンが本協定償却額全体の５２％を，ザイダが４８％
を負担した．
（注１）GK, Nr. 6827, Natural− und Geldzins− sowie Dienstablösungsreceß vom 4./20. September 1848 zwischen dem
Rittergut Purschenstein bei Frieberg und der Bäcker− und Fleischerinnung sowie der Scharfrichterei zu Saida und dem
Grundstücksbesitzer Schneider zu Neuhausen.
（注２）これは，４８年９月４日の協定署名集会において Cavillereiと表現されており，ザクセン州立中央文書館の
回答を参考にして，皮剥所と訳した．なお，第１条ではその義務が皮剥人貢租 Cavillerzinsとされている．
（注３）Feldを地片と訳した．
（注４）Feldstückeを地片と訳した．
（注５）第１条に記された世襲貢租，（Ⅴb）は合わせて１５T４G８Pになり，その２５倍額は３７９T２０G８Pである．こ
の一時金額は，第２条に規定された金額３７４Tと異なる．しかし，後者を（Ⅴb）の一時金と見なす．
２３３騎士領プルシェンシュタイン（南ザクセン）における封建的諸義務の償却（３・完）
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第１６節 全国償却委員会文書第１５５５８号
これは第１５５５８号文書，「騎士領プルシェンシュタインとナッサウの水車所有者ランガーの信用組合
との間の，１８５９年３月８日／３０日の貨幣貢租償却協定（１）」である．
ナッサウの「水車の土地」，保険番号３９，［土地・］抵当権登記簿（２）３７から騎士領プルシェンシュタ
インに支払われるべき水流貢租の償却に関して，騎士領プルシェンシュタインの所有者……とフラウ
エンシュタインの弁護士モーリッツ・ヴィルヘルム・テンツラー（Moritz Wilhelm Tenzler）との間
で，破産裁判所の承認の下で（mit concursgerichtlicher Genehmigung）和解が成立し，……次の協定が
作成された．上記「水車の土地」の所有者，ヴィルヘルム・フリードリヒ・ランガ （ーWilhelm Friedrich
Langer）の財産について信用組合（Creditwesen）が発生し，それの任命した財産代理人・法定代理人
がM. W.テンツラーである．仲介したのは，１８５３年１２月９日の指令によって法律関係特別［償却］
委員に任命された，フライベルクの弁護士エルンスト・クレムである． 法律関係特別［償却］委
員 E.クレムは，ここでは「１８５３年１２月９日」任命と記されている．しかし，前節の協定署名集会
（４８年９月）においても彼はこの地位を占めていた．
第１条．騎士領プルシェンシュタインへの水流貢租，年額５T１１G８Pがランガーの「水車の土
地」に課されていることを，弁護士テンツラーは認める．
第２条．それの償却のために彼はこの貢租を地代銀行に委託し，必要な場合には騎士領プルシェン
シュタインに現金を支払う．銀行は，４Pで割り切れる限り，２５倍額の地代銀行証券を承認する．
［地代銀行委託額と地代端数 省略］
第３条．・・・［騎士領所有者］はこれを受け入れ，それ［水流貢租］に代わる貨幣地代が土地・
抵当権登記簿のランガーの土地の部分に記載されると同時に，弁護士テンツラーがそれの抹消を申請
し，償却される水流貢租が消滅することに同意する．
第４条．当事者双方は，この協定の結果として必要になる，土地・抵当権登記簿への記入・抹消に
ついての通知を前もって断念する．
第５条．［償却費用の分担 省略］
・・・［同文４部の償却協定 省略］
フラウエンシュタインとドレースデンにて１９５８年３月８日
協定署名集会議事録は省略する．
この協定を全国償却委員会，シュピッツナーは１８５９年３月３０日に承認した．
本協定は，ナッサウの「水車の土地」に課される貨幣貢租５T１１G８Pを償却した．この年額から
プフェニヒを切り捨てた上で，第２条に従って２５倍額の償却一時金を計算すると，一時金は１３４T５G
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（≒１３４NT）となる．
（注１）GK, Nr. 15558, Geldgefälle−Ablösungsreceß vom 8./30. März 1859 zwischen dem Rittergut Purschenstein und dem
Creditwesen des Mühlenbesitzers Langer zu Nassau.
（注２）原文は Hypothekenbuchである．これは，第３条と第４条に記された土地・抵当権登記簿（Grund− und
Hypothekenbuch）の省略形であろう．
第１７節 全国償却委員会文書第１６１０３号
  ［抵当］認可料償却協定
これは第１６１０３号文書，「プルシェンシュタインの騎士領領主とフリーデバッハの数人の土地所有者
との間の，１８６８年１０月８日／１１月９日の［抵当］認可料・［土地］売買承認料償却協定（１）」である．
一定の機会に騎士領プルシェンシュタインに支払われるべき［抵当］認可料と［土地］売買承認
料・［土地］分割承認料の償却を，プルシェンシュタインの騎士領領主はフリーデバッハ村・耕区
（現在ザイダ裁判管区）のすべての土地所有者に対して，既に１８４７年２月に提議した（２）．この提案に
対して……全国償却委員会は４７年３月１５日の指令でもって，ノッセンの弁護士 A. A. ヘフナーとラウ
エンシュタインの農業者 K. G. T. メルツァーから成る特別［償却］委員会を任命した．提案された償
却についての主協定が，プルシェンシュタインの騎士領領主とフリーデバッハのすべての土地所有者
との間で４７年９月９／１１日に締結され，その実施のために必要とされるものは，［抵当］認可料と
［土地］売買承認料の貢租に対して手掛かりとして調停される償却地代の計算だけであった．
特別［償却］委員会の法律関係委員が自由意志によって引退した後，１８４８年にフライベルクの弁護
士エルンスト・クレムが代わりとなった．５７年に特別［償却］委員会経済関係委員が願い出によって
この件の任務を解かれ，その継続は，追って沙汰のあるまで，法律関係委員だけに委ねられた．プル
シェンシュタインの騎士領領主が調停においてそれ［土地分割承認料］の無償廃止を義務者に言明し
たことを度外視しても，提議に含まれていた［土地］分割承認料の消滅に対して，［領主は］１８５１年
５月１５日の法律［償却法補充法］第６条に従って国庫から補償された．その後に続く［償却協定］審
議の過程で，冒頭に掲げられた償却提議の対象は，大抵の義務的土地に関しては，一部は免除によっ
て，一部は償却一時金の支払いによって解決された（３）．しかし，本協定第５条一覧表に詳記された土
地に関しては，事態は別の経過を辿った．フライベルクの弁護士 E.クレムが死亡したために，事態
の継続は６７年５月１３日の指令によってかつての特別［償却］委員，ノッセンの弁護士 A. A. ヘフナー
に再び委ねられた後，関係者間で生じた係争問題は，それについて第１，第２と第３審で……６７年７月
２２日，６８年２月２６日と６月６日に下された判決によって，法的効力のある決定に達した．これらの判
決に基づいて事態を終結させるために，一方の被提議者（２）である，世襲・所有地・家族世襲財産プル
シェンシュタインの……所有者……と，他方の提議者（２）である，本協定第５条一覧表に名を挙げられ
た，フリーデバッハの土地所有者，K. A. D. ベルナーおよび仲間たちとの間で，全国償却委員会の承
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認を除いて，本協定が作成された．
第１条．償却の対象は，プルシェンシュタインの騎士領領主に帰属した権利，すなわち，
（ａ）フリーデバッハの提議者の土地に対する貸付の抵当保証に際して，保証された貸付金額の２％
の［抵当］認可料［を徴収する権利］，および，
（ｂ）それが農地であれ，家屋であれ，このような土地の売買の場合に，裁判所によるそれの承認に
際して，［土地］売買承認料の名を持つ貢租，旧鋳貨で８Gを徴収する権利である．
第２条．これら２種の貢租のうち，第２の［土地］売買承認料は領主の権利放棄によって，義務者
からの一切の反対給付なしに解決され，後者［義務者］はそれを受け入れた．
第３条．それに対して，［抵当］認可料の徴収は１８４８年初から停止され，第５条一覧表に記された
土地については，それ以後，各人の５a欄に記入された年地代が，それに代わった．［対物的負担と
しての年地代 省略］
第４条．［年地代の支払時期 省略］
１８４８年初から協定の承認までの時期に未納となっている地代は，承認の通知が得られた直後の地代
支払時期に，支払われるべきである．一時金によるこの地代の完全な償還は１８３２年……の法律［３２年
償却法］第４２－第４４条（４）に従って，それの２５倍額による．
引き受けられた地代に対しては，１８３２年……償却法の諸規定が適用される．
第５条．［義務者全員の氏名と不動産は後出第１表，年地代額は後出第２表］．［地代端数は省略］
第６条．［償却費用の分担 省略］
第７条．［同文４部の償却協定 省略］
フリーデバッハにて１８６８年１０月８日 ９１ページは本協定第５条を示す．
フリーデバッハにて１８６８年１０月８日
本日午前１０時に私［特別償却委員 A. A. ヘフナー］は当地の旅館に到着した．召喚状に従って，フ
リーデバッハの［義務者］１３人
１．K. A. D.ベルナー，１２フーフェ農地，保険番号１３，
２．A. O.ハインツマン，フーフェ農地，保険番号１８，
３．H. H.フリッチェ，３４フーフェ農地，保険番号２６，
４．ゴットヘルフ・フリードリヒ・フリッチェ，フーフェ農地，保険番号４４と １４フーフェ農地，保
険番号７９，
５．K. F.マッテス，借家人家屋，保険番号５２，
６．K. G.フリッチェ，借家人家屋，保険番号６０，
７．K. F.ヴィッケ，搾油水車，保険番号６５，
８．K. A. F.フリッチェ，借家人家屋，保険番号７１と「踊る土地」，土地・抵当権登記簿番号１３２，
９．K. G.マイアー（Meyer），フーフェ農地，保険番号７３，
１０．K. H.ミュラー，フーフェ農地，保険番号７４，
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１１．K. E.フィリップ，１２フーフェ農地，保険番号１０８，
１２．ゴットヘルフ・フリードリヒ・フリッチェ（隠居者であり，H. H. ブラウン，１２フーフェ農地，
保険番号１２０［協定番号１３］の幼者後見人である），
１３．村長 G. F. ノイベルト（（ａ）村有地，保険番号７５，（ｂ）「踊る土地」，土地・抵当権登記簿番号
１４６），
が出頭した．同様に召喚された，プルシェンシュタインの騎士領領主に関しては，午前１１時まで誰も
出頭しなかった．
本日と定められた審議の目的と，それが辿るべき経過，そして，関係者の署名による協定の実施
か，それとも，彼らによるそれの拒絶か，が上記の土地所有者に対して説明された．
出席者たちは以前の異議に再び立ち戻った．村長ノイベルトによれば，フリーデバッハ村は［抵
当］認可料の義務に服さない．彼とその他の［出席者］によれば，［第１－第３審の裁判所で］下さ
れた判決は，［抵当］認可料が協定署名時に後払いされるべきである，という点において特に不法で
ある．
彼らの異議は，法的効力をもって既に判決されたことであり，そのために，それに立ち戻るべきで
なく，本日の審議もそのために定められていないこと，を私は彼らに通告した．私は，作成された協
定をゆっくりと，そして，はっきりと朗読し，協定を承認して署名するかどうか，を各人に尋ねた．
その際に，１フーフェ農地，保険番号４４［協定番号４］の所有者，ゴットヘルフ・フリードリヒ・
フリッチェは同時に １４フーフェ農地，保険番号７９［協定番号１１］の所有者であるのではないこと
が，明らかになった．本協定が誤ってそのように記載しているだけであり， １４フーフェ農地，保険
番号７９の所有者は［１フーフェ農地，保険番号４４の所有者と］同じ名前を持っていただけである．ブ
ラウンの幼者後見人として上に挙げられたゴットヘルフ・フリードリヒ・フリッチェ［集会出席者名
簿１２］は，次のように述べた．この農地は元来，自分に属していた．自分は，１８６６年の協定に従って
６７年初に６T４Gを支払い，これによって［抵当］認可料を償却した．［自分は，］手に持っている領
収書によっても，この一時金をプルシェンシュタインの騎士領領主に支払った．
これらの申し立ての正しさは特別［償却］委員会文書……からも明らかになる．唯一の例外は，
［幼者後見人 G. F.フリッチェによって］主張された一時金支払いである．
上記の G. F. フリッチェは彼の被後見人 H. H. ブラウンに関して，さらに次のように述べた．自分
は被後見人の農地［１２フーフェ農地］，保険番号１２０［協定番号１３］の年地代１T６G２Pの取り消し
をここに通告し，そのために６９年３月末に一時金３０T５Gを支払うつもりであるので，この農地の地
代を対物的負担として土地・抵当権登記簿に登記することを思いとどまるよう願う，と．彼は，１
ページのこの追加を含めて，提出され，朗読された本協定に署名する用意がある，とも述べた．
それに対して，他のすべての土地所有者は協定の承認と署名を拒絶した．多くの者がそうしたの
は，問い合わせに対して彼らが述べたように，１８４８年初［から］の地代が後払いされるべきであるか
らである．ベルナーが［拒絶した］のは，彼は［抵当］認可料免除の農地を購入したのであり，いか
なる新しい地代もこれに課したくないからである．マイアー，ノイベルトとフリッチェにとっては，
本協定が，協定された地代を地代銀行に委託することにしていた１８４７年の協定に符合していないから
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である．この言明に他の者も同意した．ノイベルトは，地代が高すぎること，また，資本還元は２０倍
［額］で十分であるのに，２５倍額で行なわれねばならないこと，を［農村］自治体の名において［拒
絶の］理由とした．
その後，A. O. ハインツマンは，協定に署名する用意がある，と述べた．自分に係わる地代は，６８
年４月３日からだけであり，農地の貢租で６８年４月３日まで未払いになっているものはない，と前所
有者アウグスト・フリードリヒ・フリッチェが売買［契約書］において自分に明確に保証したからで
ある．また，未払い地代は農地の対物的負担であるので，自分はそれを権利者に支払い，代理せねば
ならないが，これについて前所有者に補償を求めること，は売買［契約書］によれば少しも妨げられ
ないであろう，との問いかけに対して自分が保証されたからでもある．
議事録の朗読の後，数人の関係者はさらに付け加えた．４８年初からの地代の後払いは自分たちに特
に不法である．それは，地代の計算が１８５８年まで延期されたからである．また，１８４７年以後に現れ
［土地を購入し］た土地所有者は，事態を全く知らず，あれが計算されるまでは，地代の発生を避け
るための何事もなしえなかったからである．計算が適時に行なわれていたならば，地代は地代銀行に
行った［委託された］であろう．これが行なわれなかったこと，は自分たちの罪ではなく，特別［償
却］委員会の責任である．
この補遺も朗読され，承認された．さらに，１８４７年の協定は村有地，保険番号７５に係わっておら
ず，それの［抵当］認可料の償却は提議されていない，と前村長ベットガー（Böttger）が自分に述べ
た，と追加することを村長ノイベルトは要求した．
ここで私はベットガー［の意見］について，拒絶の理由を要約すべきであり，朗読の後に追加を
もってくるべきでない，と要求した．
しかし，自分にはそれができない，自分は勉強していない，そのためには時間が必要である，と彼
［現村長］は返答した．それに対して，中断なしに既に２時間以上も審議され，議事録が作成された
から，彼はそれ［時間］を持っていた，と私は彼を制止した．
しかし，ノイベルトはなおも，自分は本日の審議の準備を全くしていないし，何が審議されたか，
を農村自治体参事会（５）に報告せねばならない，と反対した．それに対して，審議は，協定の署名に対
する彼らの拒絶理由の調査だけに限定されており，準備が必要な，新しい確認を目的としていない，
と彼は制止され［私は彼を制止し］た．
付録が朗読され，それに対しては何も指摘されなかった．
そこで G. F.フリッチェと A. O.ハインツマンが，前者は被後見人 H. H.ブラウンのために，清書さ
れた協定４部に署名し，彼らと被後見人に係わる限りで，その内容を承認し，署名を認め，議事録の
この部分も朗読の後に承認し，……［２人］は署名し，解放された．
次に，他の関係者に関しては，第５条一覧表の一連番号１１に含まれる，誤った記載は，記入された
と見なされず，それを取り去ることによって，作成された協定は正されるべきである，と決定され
た．
また，プルシェンシュタインの騎士領領主……は，……的確に手交された召喚状によって，本日午
前１０時フリーデバッハの宿屋での協定署名に召喚されており，抗命の場合には，彼が協定を署名し
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た，と見なされる，と警告されていた．しかし，集会の審議が終了するまで，彼は出頭しなかった．
そのために，召喚状に従って，本協定は彼によって承認・署名された，と見なされるべきである．
さらに，協定第５条一覧表の一連番号１，３－１０，１２，１４－１６に挙げられた土地所有者が協定署名
の拒否のために主張した，拒絶理由は，［序文に言及された］……法的効力のある諸判決を無効にす
るのに，適当ではない．また，それの多くはこれらの判決において既に吟味され，却下された．さら
に，地代の一時金償還のためには２５倍額が払い込まれるべきである，との第４条の確定は１８５１年……
の法律［償却法補充法］の第１４条と第２１条（６）に照応している．それ故に，異議が唱えられているけれ
ども，本協定は，抗命を理由として，彼ら［義務者］も承認し，署名したと見なされるべきである．
彼らの署名が欠けていること，は［全国償却委員会による］協定の承認を妨げえない．［協定は］作
成され，朗読によって公にされ，必要な限りで説明された．それと同時に，これに対して許された上
訴が，１０日以内に申し立てられないならば，この決定は法的効力を発生させる，と述べられ［私は述
べ］た．
ここに審議は閉じられ，問い合わせに対して議事録の署名は拒絶された．しかし，この決定の関係
者たちは，議事録への何らかの同意も述べなかったので，［彼らの署名が］必要である，とは考えら
れない．
報告として記す．特別［償却］委員ヘフナー
これまでの１１ページを占める，６８年１０月８日の議事録と決定の写しは，特別［償却］委員会文書……
の原本……に従って証明される．［それは］また，本協定第５条一覧表の一連番号１，３－１０，１２，
１４－１６に挙げられた土地所有者が，１８６８年１０月８日に作成された決定を承認せず，関連事項を王国政
府に直接に提出する，と言明［したこと］，しかし，……６８年１０月１７日に，控訴期限の終了までに上
訴がなされなかったこと，その限りで，この決定は法的効力を発生させたこと，を［証明する］．
ノッセンにて１８６８年１１月３日
プルシェンシュタインに関する特別［償却］委員ヘフナー
全国償却委員会，シュピッツナーは１８６８年１１月９日に本協定を承認した．
本協定は，本稿が前節まで検討してきた諸協定とは，大きく異なる．
第１に，フリーデバッハの［土地］分割承認料・［土地］売買承認料・［抵当］認可料の償却は，
序文によれば既に１８４７年に提議され（２），法律関係特別償却委員として A. A. ヘフナーが任命された．
しかし，当該権利＝義務の評価額，場合によっては，この権利＝義務の存在そのもの，を巡る対立の
ために，償却協定の成立は同年に頓挫した．担当する法律関係特別償却委員は，４８年にヘフナーから
E.クレムに交代し，償却を提議された義務の一つ，［土地］分割承認料は５１年償却法補充法によって
国庫負担で廃止された．クレムは５９年の償却協定（本稿第１６節）においては特別委員であったが，そ
の後，死亡し（死亡年は記載されていない），６７年に彼に代わったのは，かつての特別償却委員ヘフ
ナーであった．しかも，償却対象について関係者は裁判所で争い，６７年に第１審の，翌６８年には第３
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審の判決が下された．それに基づいて本協定が作成されたのである．このように，償却の提議から本
協定の作成と全国償却委員会によるそれの承認までに要した期間は，２０年を超えている．なお，［土
地］売買承認料は本協定第２条によって義務者にとって無償で廃棄されたので，本償却協定が有償で
償却すべきものは［抵当］認可料だけであった．
第２に，協定署名集会に権利者（あるいは代理人）が出席しなかった． しかし，召喚状が的確
に手交されたにも拘わらず，権利者が欠席したのであるから，彼の署名の欠如は本協定の成立を妨げ
ない，と特別償却委員は解釈した．
第３に，協定署名集会に出席した義務者，１２人のうち，協定を承認して，それに署名したのは２人
だけであり，他の義務者は様々な角度から本協定に異議を唱え，署名を拒絶した． しかし，これ
らの異議は上記訴訟の判決によって既に却下されているので，多くの義務者の署名の欠如は，裁判所
の判決に基づく本協定の成立を妨げない，と特別償却委員は解釈した．
第４に，本協定の作成・承認が１８６８年まで遅延したために，協定に基づく償却地代は地代銀行に委
託されえなかった．地代銀行は償却地代の受託業務を既に５９年３月末に終了（７）していたからである．
義務者にとってのこの事態の不利益を，義務者は協定署名集会で指摘した．
第５に，義務者の多くは，本協定を承認しなかったけれども，控訴期限の終了までに中央政府に上
訴もしなかった．「その限りで，この決定［協定］は法的効力を発生させた」，と特別償却委員ヘフ
ナーは６８年１１月３日に記して，全国償却委員会に本協定の承認を求め，後者は協定を承認した．した
がって，本協定は発効した，と考えておく．
（注１）GK, Nr. 16103, Receß über Ablösung von Gunstgeld und Kaufschilling vom 8. Oktober/9. November 1868
zwischen der Gutsherrschaft zu Purschenstein und mehreren Grundstücksbesitzern zu Friedebach. ５１年５月１５日
の法律（５１年償却法補充法）によって無償で廃棄された，と本協定序文が記している貨幣貢租，Theilschilling
は，［土地］分割承認料であろう．同法は，領主裁判権などに基づく，すべての人身的貢租・給付を無償で
廃棄したが，その中に，土地分割と家屋建設に反対する，領主の権利，あるいは，それの許可に対する給
付が含まれていた．領主はこのような給付の２５倍額を国家から補償された．ただし，補償金の総額は王国
全体で５０万ターラーを越えてはならなかった．松尾，「ザクセンにおける封建的諸義務の償却に関する法的
諸規定」，『岡山大学経済学会雑誌』，３９巻２号，２００７年，p．５１．本協定が償却対象としている貢租のうち，
Gunstgeldは，本協定第１条（ａ）から見て，［抵当］認可料であり，Kaufschillingは，同（ｂ）から見て，［土
地］売買承認料である．後者は本協定第２条によって無償で廃棄された．
（注２）序文冒頭の文章では，１８４７年に［抵当］認可料・［土地］売買承認料・［土地］分割承認料の償却を提
議したのは領主である．しかし，序文第２段落では領主が被提議者，領民が提議者と記されている．した
がって，４７年の償却提議者がどちらか，は明らかでない．いずれにせよ，１８４６年償却法補充法は，３２年償
却法から一歩踏み出して，保有移転貢租と下記の権限についても，一方の当事者の提議に基づく償却を認
めた．すなわち，「Theilschilling, grosser Abzug, Quittirkreuzer, kleiner Abzug, Leihkauf, Confirmationsgeld,
Siegelgeld, Gunstgeld, Gönnegeldなどの名称で現れ，土地・裁判領主が，特別の権利名義に基づいて，土地
の所有変更，抵当設定，抵当権譲渡，負債清算の際に一定の支払を要求できる権限」である．確定した保
有移転貢租，あるいは，義務的不動産の現実の資本価値から算出された貢租額を，この貢租が支払われね
ばならない場合の数で乗じたものが，償却地代総額であり，その
１
２５が年償却地代となった．Judeich１８６３，
S．６５．Vgl. Groß１９６８，S．１１３；松尾 ２００７，「法的諸規定」，p．４５．
（注３）この文章は，１８４７年の提議に含まれていた［土地］分割承認料が，１８５１年償却法補充法に基づいて国庫
補償によって廃棄された後，当村の「大抵の義務的土地」に関しては，［抵当］認可料と［土地］売買承認
２４１騎士領プルシェンシュタイン（南ザクセン）における封建的諸義務の償却（３・完）
－９５－
  償却年地代・一時金合計額
第１表は第５条から義務者全員の氏名と不動産を，〈 〉に保険番号を示す．保険番号を持つ不動
産については，土地台帳番号を省略した．
料が一部は免除によって，一部は償却一時金の支払いによって消滅した，との意味であろう．しかし，フ
リーデバッハ村の［抵当］認可料・［土地］売買承認料に関する償却協定は，全国委員会文書としては本
協定以外に存在しない．フリーデバッハ村について承認された協定は，賦役，現物貢租，貨幣貢租，放牧
権などを償却の対象とした，１８４０年のそれ（本稿第４節）だけである．そして，４０年の協定の貨幣貢租は
世襲貢租などの恒常的確定貢租であって，本節の協定が対象とする［抵当］認可料・［土地］売買承認
料，すなわち，非恒常的貨幣貢租を含んでいなかった．
（注４）ここに指摘されている，３２年償却法の規定は次のとおりである．「地代銀行に委託されなかった償却貨幣
地代は，義務者側からの前もっての予告の後，［２５倍額の］一時金の支払いによって何時でも償却されう
る．ただし，現物地代だけは第３２条の制限に服する」（第４２条．GS １８３２，S．１７７．Vgl. Judeich １８６３，
S．６９；Groß １９６８，S．１０５）．このような「一時金の［支払］通告は復活祭の４週間前かミカエル祭の４週
間前に制限される．……」（第４３条．GS １８３２，S．１７７－１７８．Vgl. Judeich １８６３，S．６９）．「償却されるべ
き地代の一時金の全額についても，それの一部のみについても，義務者は［支払を］通告できる．しか
し，後者の場合に権利者が受け入れる義務を負うのは，１００ターラー以上で，５０ターラーで割り切れる額の
分割払いだけである」（第４４条．GS １８３２，S．１７８．Vgl. Judeich １８６３，S．６９）．
（注５）農村自治体参事会について，本稿（１），p．９７（注２）を参照．
（注６）５１年償却法補充法の第１４条と第２１条は次のとおりである．「かつての生の諸給付あるいは現物諸負担の代
わりに引き受けられた貨幣貢租からの土地所有の解放に関しては，以下のものが区別されるべきである．
（ａ）これまでの償却諸法に従う償却地代として土地に課され，地代銀行に委託され，［同銀行によって］既
に実際に受託されたもの．これについては１８３２年３月１７日の委託地代銀行法第８条以下と１８３７年３月９日
の［委託地代銀行法補充］令第１２条以下の諸規定のままである．これは名目額の２５倍額の現金あるいは地
代銀行証券の支払いによってのみ縮小あるいは償還されうる．ただし，その間に進められた償却による控
除は考慮される．（ｂ）１８３２年以後の償却諸法に従って締結された協定によって，償却地代として引き受け
られ，地代銀行に委託されえたにも拘わらず，それについて定められた期限内に，実際には委託されな
かったもの．このような償却地代は，……期限の遅延にも拘わらず，本法第２１条の規定する地代銀行閉鎖
まで，それ［同銀行］に委託されうるし，［同銀行によって］受託されるべきである．この場合に，権利者
は名目額の２５倍額の地代銀行証券によって支払われ，それを受領せねばならない．最後に，（ｃ）償却諸法
の公布以前に，かつての生の諸給付あるいは現物諸負担の代わりに既に生じていた［貨幣貢租］，あるい
は，何かの貨幣給付の代わりに確定的・恒常的な地代として引き受けられていた貨幣貢租（第１３条を参
照）．このような貨幣貢租には以下の諸規定が適用される」（第１４条．GS １８５１，S．１３２－１３３．Vgl. Judeich
１８６３，S．６７；Groß １９６８，S．１２０）．「従来の諸法律に従って許された，償却地代のすべての［地代銀行］
委託，および，本法によって生じる，貨幣貢租の地代銀行委託の最終期限として１８５６年４月１日がここに
定められる．これら諸法律に従ってそこに委託されうるが，上記時点に実際には銀行に受託されなかった
償却地代すべて，あるいは，貨幣貢租は，現金支払による直接的償却の方法によってのみ償還されうる．
義務者が前もって３月前に告知した場合に，権利者はそれ［直接的償却］を容認せねばならない．１８４６年７
月２１日の法律 C第４条および５０年１月２４日の法律に従って，地代銀行の現金支払いに対して確証された権
利を既に有する者は，この特典を持ち続ける」（第２１条．GS １８５１，S．１３５）．４６年７月２１日の法律 Cは委託
地代銀行閉鎖法であり，５０年１月２４日の法律は権利者の地代銀行証券受領義務法である． ただし，地
代銀行の閉鎖時期について次注を参照．
（注７）地代銀行は１８５５年委託地代銀行閉鎖法（最終法）に基づいて，５９年３月末に委託地代の受託を最終的に
停止した．Judeich １８６３，S．７２；松尾 ２００７，p．５２．Vgl. Groß １９６８，S．１４１．
松 尾 展 成２４２
－９６－
第１表 義務者全員の氏名と不動産
第２表は保険番号を協定番号と対照させたものである．
第２表 保険番号・協定番号対照表
〈１３〉＝［１］；〈１８〉＝［２］；〈２６〉＝［３］；〈４４〉＝［４］；〈５２〉＝［５］；〈６０〉＝［６］；
〈６５〉＝［７］；〈７１〉＝［８］；〈７３〉＝［９］；〈７４〉＝［１０］；〈７５〉＝［１５］；〈７９〉＝［１１］；
〈１０８〉＝［１２］；〈１２０〉＝［１３］
第３表は第５条から［抵当］認可料の償却年地代額のみを示す．
第３表 ［抵当］認可料の償却年地代額
本協定が発効した，と見なした上で，第３表の各人年地代額を合計してみる．同表の合計額の１０T
１４G９Pは，協定番号［１１］の年地代額−T９G２Pを加算したものである．しかし，６８年１０月８日の
協定署名集会議事録の中で，「他の関係者に関しては，第５条一覧表の一連番号１１に含まれる，誤っ
た記載は，……，それを取り去ることによって，作成された協定は正されるべきである，と決定され
た」から，本協定の義務的不動産個数は１５に減少し，年地代額合計は，［１１］の年地代額を差し引い
た１０T５G７Pとなる．プフェニヒ額を切り捨てた地代額を，本協定第４条に従って２５倍した償却一
時金額は，２５４T５G≒２５４NTである．
［１］Karl August David Börner（
１
２フーフェ農地
〈１３〉）
［２］Anton Oskar Heinzmann（フーフェ農地〈１８〉）
［３］Heinrich Herrmann Fritzsche（
３
４フーフェ農地
〈２６〉）
［４］Gotthelf Friedrich Fritzsche（フーフェ農地
〈４４〉）
［５］Karl Friedrich Matthes（借家人家屋〈５２〉）
［６］Karl Gotthelf Fritzsche（借家人家屋〈６０〉）
［７］Karl Friedrich Wicke（搾油水車〈６５〉）
［８］Karl August Fürchtegott Fritzsche（借家人家屋
〈７１〉）
［９］Karl Gottlieb Meier（フーフェ農地〈７３〉）
［１０］Karl Heinrich Müller（フーフェ農地〈７４〉）
［１１］Gotthelf Friedrich Fritzsche（一連番号［４］と
同じ）（
１
４フーフェ農地〈７９〉）（これは斜線で
抹消されている）
［１２］Karl Ernst Philipp（
１
２フーフェ農地〈１０８〉）
［１３］Heinrich Hermann Braun（
１
２フーフェ農地
〈１２０〉）
［１４］K. A. F. Fritzsche（一連番号［８］と同じ）
（「地片・採草地・林地（１）」，土地台帳番号１３２）
［１５］フリーデバッハ村（代表は村長 Gotthold Friedrich
Neubert）（村有地〈７５〉）
［１６］同上（「地片・採草地・林地（１）」，土地台帳番号
１４６）
［１］−T１８G−P
［２］１T１１G２P
［３］−T２８G３P
［４］−T１６G６P
［５］−T１G２P
［６］−T１G８P
［７］−T８G２P
［８］−T１G７P
［９］１T２２G９P
［１０］−T６G９P
［１１］−T９G２P
［１２］１T１７G７P
［１３］１T６G２P
［１４］−T３G９P
［１５］１T６G７P
［１６］−T４G４P
合計 １０T１４G９P
２４３騎士領プルシェンシュタイン（南ザクセン）における封建的諸義務の償却（３・完）
－９７－
（注１）第５条一覧表［１４］と［１６］の不動産，「地片・採草地・林地」は，協定署名集会議事録では「踊る土
地」（出席者名簿８の一部と同１３の一部）と表現されている．
第１８節 封建的諸義務償却一時金の集落別合計額
１８３２年償却法公布以後のザクセンにおいて，封建的諸権利＝義務を償却する協定は全国償却委員会
の承認によって発効した．同委員会が承認した，騎士領プルシェンシュタインと所属領民との間の償
却協定は，１８４０年から６８年までの２９年間に合計１７編であった（１）．それらの協定を紹介した本稿第１－
第１７節から，年次別・種目別・集落別償却一時金額を集計したい．そのためにまず，各協定に基づく
一時金額を，以下の基準で整理しよう．
各協定の償却一時金は集落別に集計する．集落は，償却地代義務者の居住する集落ではなく，義務
的不動産の所在する集落とする．償却地代・一時金は義務的不動産の所有者＝償却義務者の個人的負
担ではなく，義務的不動産の対物的負担であったからである． 多くの義務者は，義務的不動産の所
在する集落に居住していた．しかし，義務的不動産の所在集落の外部に居住する義務者も，いくらか
いた．このような村外居住者の義務的不動産は大抵の場合に地片であった．村外居住の義務者が細分
フーフェ農地を所有する事例も，償却協定と協定に散見された．単独で協定と協定を締結
した水車屋の償却一時金は，水車の所在する村の一時金に追加する．協定などでは村が村有地に
償却地代を引き受けた．
集落名の後の（ ）に，義務的不動産の総個数と協定の承認年を記す．配列最終行のは，各協定
の償却一時金合計を合算した一時金総額である．各協定の最後の〈 〉には比率を書き加える．この
比率は，各協定の一時金合計が一時金総額に占める百分率である．百分率の小数点以下第１位は四
捨五入する．
償却される義務・負担を，以下の５種目に大まかに区分して，ローマ数字で表示する．（Ⅰ）賦
役；（Ⅰa）連畜賦役；（Ⅰb）手賦役；（Ⅰc）賦役計，（Ⅱ）現物貢租，（Ⅲ）非恒常的貨幣貢租，
（Ⅳ）貨幣貢租，（Ⅴ）放牧権．このうち，①連畜賦役か手賦役かが明示されていない賦役は，単に賦
役（Ⅰ）とする．②貨幣貢租（Ⅳ）は恒常的定額貢租である．それに対して，所有者変更，抵当権設
定のような，特定の機会に徴収される貨幣貢租もあった．その貢租を非恒常的貨幣貢租（Ⅲ）と呼ぶ
ことにする．本稿では協定	の土地抵当認可料がそれである．
義務的不動産の償却年地代額・一時金額は最重要条項として償却協定に記載された．一方で，各義
務者の義務＝負担を種目別に詳細に記録した協定がある．他方では，年地代・一時金の集落別合計額
のみを記した協定もある．本稿が検討する償却地代・一時金は，協定が明示した金額だけである．例
えば，協定によれば，ハイダースドルフの水車屋と彼の土地は従来，一方で，賦役・現物貢租・貨
幣貢租の給付義務と騎士領の羊放牧権に服していた．他方で，彼は薪の伐採など騎士領林地利用権を
把持していた．協定は，騎士領と水車屋との間の権利＝義務関係すべてを解消させたけれども，騎
士領からの償却地代を記載せず，水車屋の償却地代のみを記録した．ここに記録された償却地代だけ
が本節の対象である．すなわち，騎士領と水車屋の間で相殺された権利＝義務（の評価額）は無視す
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る．ただし，協定 は，騎士領がノイハウゼンの水車屋に年々提供すべき現物の評価額を明記してい
るにも拘わらず，実際には騎士領は償却年地代も一時金も負担しなかった．騎士領に対する水車屋の
別の義務が，それだけ軽減されたのである．この場合には，記載された評価額を償却地代（騎士領負
担）とする．
集落別償却一時金は，簡単のためにターラー単位概算額で表記する．協定が年地代額を定めている
場合には，まず，その年地代額の集落別合計額からプフェニヒ額を切り捨てて，２５倍し，次に，その
積からグロッシェン額を切り捨てて得られる金額を，集落別一時金とする．集落の一時金額を明記し
ている協定にあっては，それのターラー単位概算額のみを転記する．したがって，いずれの場合に
も，本節の一時金額は，償却年地代を丸めずに２５倍した一時金額，ないし，最小単位額まで転記した
一時金額よりも，いくらか小さくなる．なお，一時金額の単位のうち，ATは１８４１年貨幣制度改革以
前のターラーを，NTは改革以後のターラーを示す．ATで示された金額は，１８４０年鋳貨法施行令別
表 Aに従って NTに換算し，換算から生じた NG額と NP額は切り捨てる．
１８３２年償却法は，封建的諸権利＝義務の償却に関するザクセン最初の，そして，最重要の法律で
あった．上記の２５倍は，同法が償却年地代と一時金額の関係として定めた倍率である．３２年償却法は
一方の関係者の提議による貨幣貢租の法的償却を規定しなかった．これを初めて容認した５１年償却法
補充法は，貨幣貢租の２０倍を一時金額とした．しかし，本稿の協定（１８５９年）は貨幣貢租年地代の
２５倍を一時金額とした．その他の貨幣貢租は協定の１８４８年までに償却が完了していたけれども，そ
れらの貨幣貢租の大部分が賦役，現物貢租などと一括して償却された（後述参照）から，年地代額の
判明する貨幣貢租は一部分にとどまる．そのために，本稿は便宜上，すべての貨幣貢租の年額の２５倍
を一時金額と想定した．なお，協定第３条は，「Ⅴ（ｂ）の世襲貢租を，それが，協定された，２５倍
額の償却一時金の現実の支払によって次第に償還されるに比例して……」の文言を含む．貨幣貢租の
償却一時金が，部分的に記録されているにすぎないとしても，当騎士領では１８４８年にも年額の２５倍と
協定されていたのである．６８年の協定においても，一時金額は年地代額の２５倍とされていた．
協定－は，各協定における諸義務の基準評価額が当騎士領と他の村との償却協定において引き
下げられる場合には，当該協定の償却地代額を減額する，と規定している．しかし，償却地代額を修
正する協定が存在しないので，償却地代額は各協定の成立以後に変更されなかった，と想定する．
協定－は償却一時金と貨幣貢租を別々の条項に記載している．これらの協定における貨幣貢租
償却規定を私は一義的に理解することができず，そのために，本稿第３－第６節では２つの場合を考
えざるをえなかった．すなわち，第１は，貨幣貢租償却一時金は各協定中の一時金に既に算入・記載
されている，と想定する場合である．第２は，各協定の償却一時金は別の条項の貨幣貢租の一時金を
含まず，後者の一時金は別途算定される，と想定する場合である．本節は簡略化して，第１の場合だ
けを検討する．
各協定に基づく一時金は，本稿各節の表にまとめられているが，その原表の一部を変更する．実質
的な変更は以下の３点である．①第６節第５表（想定第１）において（Ⅳ－a）から（Ⅳ－h）までの
義務者は，「ノイハウゼン，フラウエンバッハとハイデルバッハの耕区に地片を所有する他村居住
者」である．これらの不動産３１個が上記３村のいずれに所在するか，を協定は記述していないけれど
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も，それらの一時金すべて（本協定に基づく一時金合計額の１％）を，便宜上ノイハウゼンに加算す
る．②第１２節第１表は協定に従って，ウラースドルフとピルスドルフの償却一時金（本協定による一
時金合計額の４％）を一括表示した．この一時金を便宜上，両村で折半する．③第１７節第２表は協定
本文の記載事項に依拠していた．しかし，同節 の協定署名集会議事録に基づいて，その義務的不動
産個数を１だけ減らし，それに応じて償却地代合計額を減額する．なお，以上３協定の一時金合計額
が一時金総額に占める比率は，①の協定が６％，②の協定が１％，③の協定が０％である．そ
のために，これら３点の原表変更は一時金総額にとっては実質的な意味をもたないであろう．
第１表（２）は，各協定の一時金額を以上の基準で整理して作成された．複数の集落に関係する協定
が，同一負担種目の義務を償却する場合には，負担種目は簡略化して，第１行末尾にのみ記してい
る．
第１表 償却協定別・集落別・種目別一時金額一覧
  ディッタースドルフ村（不動産２５個；１８４０年）
（Ⅰa）｛９６２AT≒９８８NT｝
（Ⅰb）｛４９０AT≒５０３NT｝
（Ⅰc）｛１，４９１NT｝
（Ⅱ） ｛２，８３１AT≒２，９０９NT｝
（Ⅳ） ｛６０AT≒６１NT｝
（Ⅴ） ｛１６２AT≒１６６NT｝
（Ⅵ）合計（Ⅰc）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）＋（Ⅴ）｛４，６２７NT｝〈８％〉
 ハイダースドルフ村（不動産１個；１８４０年）
（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）＋（Ⅴ）｛１，０７６AT≒１，１０５NT｝〈２％〉
 ２村（１８４０年）（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）＋（Ⅴ）
（ ）ウラースドルフ村（不動産３６個）｛４，８５２AT≒４，９８６NT｝
（）ピルスドルフ村（不動産１４個） ｛１，４７５AT≒１，５１５NT｝
（）合計（不動産５０個） ｛６，５０１NT｝〈１１％〉
 フリーデバッハ村（不動産１０個；１８４０年）
（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）＋（Ⅴ）｛２，４６７AT≒２，５３５NT｝〈４％〉
 ケマースヴァルデ村（不動産４６個；１８４０年）
（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）＋（Ⅴ）｛４，８２３AT≒４，９５６NT｝〈８％〉
 ３村（１８４０年）（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）＋（Ⅴ）
（ ）ノイハウゼン村（不動産１１３＋３１＋２＝１４６個）｛３，２５９AT＋４９AT＝３，３０８AT≒３，３９９NT｝
（）フラウエンバッハ村（不動産１１個） ｛５５AT≒５６NT｝
（）ハイデルバッハ村（不動産１９個） ｛９８AT≒１００NT｝
（）合計（不動産１７６個） ｛３，５５５NT｝〈６％〉
	 ノイハウゼン村と騎士領（１８４０年）
（ ）ノイハウゼン村（不動産１個）
（Ⅰ）＋（Ⅱ） ｛２，３１２NT｝
（）騎士領（不動産１個）
（Ⅱ） ｛８４７NT｝
（）合計（不動産２個）（Ⅰ）＋（Ⅱ）｛３，１５９NT｝〈５％〉

 ザイフェン村（不動産７６個；１８４０年）
（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）＋（Ⅴ）｛１，６１６AT≒１，６６０NT｝〈３％〉
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  クラウスニッツ村（不動産１０５個；１８４３年）
（ ）（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）＋（Ⅴ） ｛１２，９３０NT＋３９８NT＝１３，３２８NT｝
（）（Ⅳ） ｛１，０３７NT｝
（）合計（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）＋（Ⅴ）｛１４，３６５NT｝〈２４％〉
 ザイダ市（２団体；１８４４年）
（Ⅳ）｛６３８AT≒６５５NT｝〈１％〉
 クラウスニッツ村（不動産１９個；１８４６年）
（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）｛５，７７３NT｝〈１０％〉
 ９村（１８４６年）（Ⅰ）
（ ）フリーデバッハ村（１団体） ｛１３５NT｝
（）クラウスニッツ村（１団体） ｛１３９NT｝
（）ケマースヴァルデ村（１団体） ｛１１２NT｝
（）ハイダースドルフ村（１団体） ｛３０NT｝
（）ウラースドルフ村（１団体） ｛１５NT｝
（）ピルスドルフ村（１団体） ｛１５NT｝
（）ディッタースバッハ村（１団体）｛１３４NT｝
（）ノイハウゼン村（１団体） ｛５２NT｝
（	）ザイフェン村（１団体） ｛１１１NT｝
（
）合計（９団体） ｛７４６NT｝〈１％〉
 ２村と騎士領（１８４７年）
（ ）ハイダースドルフ村（不動産７７個）
（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）＋（Ⅴ） ｛８，０７５NT｝
（）ニーダーザイフェンバッハ村（不動産１個）
（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）＋（Ⅴ） ｛２５NT｝
（）騎士領（不動産１個）
（Ⅴ） ｛５NT｝
（）合計（不動産７９個）（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）＋（Ⅴ）｛８，１０５NT｝〈１４％〉
 クラウスニッツ村（不動産１７個；１８４７年）
（Ⅴ）｛９５６NT｝〈２％〉
 ザイダ市とノイハウゼン村（１８４８年）
（ ）ザイダ市（２団体と不動産１個）
（Ⅱ） ｛４５NT｝
（Ⅳ） ｛３５０NT｝
（ ）小計（Ⅱ）＋（Ⅳ） ｛３９５NT｝
（）ノイハウゼン村（不動産１個）
（Ⅰ） ｛６１NT｝
（Ⅳ） ｛３７４NT｝
（）小計（Ⅰ）＋（Ⅳ） ｛４３５NT｝
（）合計（２団体と不動産２個）（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）｛８３０NT｝〈１％〉
 ナッサウ村（不動産１個；１８５９年）
（Ⅳ）｛１３４NT｝〈０％〉
	 フリーデバッハ村（不動産１５個；１８６８年）
（Ⅲ）｛２５４NT｝〈０％〉

 以上総計（１３村，１市，１騎士領；１８４０－６８年）
（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅲ）＋（Ⅳ）＋（Ⅴ）｛５９，９１６NT｝〈１００％〉
２４７騎士領プルシェンシュタイン（南ザクセン）における封建的諸義務の償却（３・完）
－１０１－
第１表は，協定の承認年とともに義務的不動産の総個数を集落名の後に記すが，各協定の償却義務
者総数とその階層別人数を表示していない．①同一村の同姓同名者を含まない協定もあるけれども，
同姓同名者を別々の協定番号で記載した協定もある．各節第１表に掲げた，義務者全員の氏名を参照
されたい．協定 に付加された家産裁判所通告によれば，同一人と明記されていない，同一村の同姓
同名者２人は，別人であった．しかし，同一人と記されていない同姓同名者が，同一人であったか別
人であったか，は私には判断できない．そればかりではない．協定本文に同一人と記されながら，同
姓同名の２人は別人である，と協定署名集会で確定した事例（第１７節）もある．そのために，私は償
却義務者の総数を確定できなかった．
②研究史に基づいて私は，フーフェ農，園地農，小屋住農と借家人の４階層がザクセン農村社会を
構成する，と述べた（３）．フーフェ農は，フーフェ農地を所有する階層であり，園地農は農地として園
地のみを所有し，小屋住農は農地を所有せず，家屋のみを所有した．借家人は家屋も所有しなかっ
た．しかし，以上の記述を越える事態が，本稿の協定のいくつかに記録されている．（ ）家屋につ
いて．第１に，協定では小屋住農と借家人家屋所有者が併存する．第２に，単なる家屋と借家人家
屋が併存する協定もある．協定（追加的地片の所有は記載されていない），協定（両者の中で
は，単なる家屋の所有者の一部のみが地片を付加的に所有），協定（単なる家屋の所有者も借家人
家屋の所有者も，しばしば地片を付加的に所有）および協定 （この点について協定と同じ）であ
る．第３に，単なる家屋と小屋住農家屋と借家人家屋の３者が併存する協定（単なる家屋の所有者
のすべてと小屋住農家屋の一部は，地片を付加的に所有）もある．第４に，協定は単なる家屋（地
片を付加的に所有），オーバーハウス（その部分所有者も存在）とウンターハウス（その一部は地片
を付加的に所有）の３者を記載している．以上の諸協定において，単なる家屋，小屋住農家屋，借家
人家屋，オーバーハウス，ウンターハウスは家屋＝不動産として，どのように区別されたのか．
（）フーフェ農地について．協定は，１４フーフェ農地所有者を常にそのように記している．しか
し，この農民よりも小規模な １５フーフェ農地所有者については，記載に統一性がなく，ある箇所で
は １５フーフェ農地所有者であり，別の箇所では「地片」（Parzelle）所有者と記された．それに対し
て，協定の表記は一貫しており，１３２フーフェ農地所有者のように零細なフーフェ農地所有者でさえ
も，決して地片所有者と記録されてはいない．細分フーフェ農地所有者と地片所有者とはどのように
区別されたのか．	
これらの不動産，零細農地と家屋を判別できないために，私は階層別義務者数
を確定できなかった．ただし，単なる家屋と小屋住農家屋はいずれも小屋住農所有の不動産であり，
同一である，と本稿は想定している．
以上の事情から本節第１表は，各償却協定に記されている協定一連番号の最後の数字のみを，義務
的不動産の総個数として挙げた．ところで，協定一連番号，義務者と不動産の間には次の関係があっ
た．１個の協定一連番号が１人の義務者と１個の不動産を表示する．１個の協定一連番号が１人
の義務者と複数の不動産を表示する．この不動産は大抵の場合に中心的不動産と副次的不動産であ
る．１個の協定一連番号が複数の義務者と複数の不動産を表示する．この事態は近時の農地分割を
意味するのであろう．１個の協定一連番号が複数の義務者と１個の不動産を表示する．複数の義務
者はこの不動産の共同所有者である．１人の義務者が複数の協定一連番号と複数の不動産で表示さ
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れる．異なった協定番号をもつ，複数の不動産が同一人によって所有されているのである（上記し
た，別人である同姓同名者の事例は，これに含まれない）．本稿各節第１表に掲げた，協定一連番
号，義務者と不動産の内容を参照されたい．以上の事例の中で が最も多いけれども，それがすべて
ではなく，とりわけ，との事例では１個の協定一連番号が複数の不動産を表示した．そのため
に，協定一連番号の最後の数字も義務的不動産の総個数に正確には対応しない（４）．本節第１表に示し
た不動産総個数は，単なる手掛かりにすぎない．
第１表に基づいて，償却の年次別進行過程を見てみよう．償却一時金額を協定承認年別に示したも
のが，第２表である．各行冒頭の年の次の（ ）は，本稿の諸協定の承認順番号である．また，
〈 〉は，１８４０－６８年の一時金総額に占める年合計額の比率であり，［ ］は年比率の累積数字であ
る．
第２表 償却の年次別進行過程
１８４０年 － ｛２８，０９８NT｝〈４７％〉［４７％］
１８４３年 ｛１４，３６５NT｝〈２４％〉［７１％］
１８４４年 ｛６５５NT｝〈１％〉［７２％］
１８４６年－ ｛６，５１９NT｝〈１１％〉［８３％］
１８４７年	－
 ｛９，０６１NT｝〈１５％〉［９８％］
１８４８年 ｛８３０NT｝〈１％〉［９９％］
１８５９年 ｛１３４NT｝〈０％〉［９９％］
１８６８年 ｛２５４NT｝〈０％〉［９９％］
１８４０－６８年総計 ｛５９，９１６NT｝〈１００％〉［１００％］
当騎士領に関する最初の償却協定が全国償却委員会によって承認されたのは，１８４０年であった．こ
の年には合計８編の協定が承認され，一時金総額の４７％の償却が実現した．比率の累計は４３年に既に
７１％に，４６年に８３％に，４７年に９８％に，４８年には９９％に達した．当所領の領主＝農民関係は三月革命
以前にほぼ完全に解消されていたことになる．
負担種目別の償却一時金額はどうか．第１表において一時金額が種目別に判明するのは， ，－
（ ），－（ ），，，	－（），
－だけである．それらに基づく一時金は，（Ⅰ）賦役が －
（Ⅰ），，－（ ）－（Ⅰ）であり，合計は｛２，２９８NT｝［一時金総額の４％］である．（Ⅱ）現物貢租
は －（Ⅱ），－（ ），－（）－（Ⅱ）で，合計｛３，８０１NT｝［一時金総額の６％］，（Ⅲ）非恒常的
貨幣貢租がのみの｛２５４NT｝［一時金総額の０％］，（Ⅳ）貨幣貢租が －（Ⅳ），－（ ），，
－（）－（Ⅳ），－（ ）－（Ⅳ），で，合計｛２，６１１NT｝［一時金総額の４％］，（Ⅴ）放牧権が
 －（Ⅴ），	－（），
で，合計｛１，１２７NT｝［一時金総額の２％］である．以上の合計額は｛１０，０９１
NT｝であって，一時金総額の１７％を占めるにすぎない．
それに対して，協定－，，は，賦役，現物貢租，貨幣貢租，放牧権の償却地代・一時金を
種目別に区分することなく，４種目（協定のみは，放牧権を除く３種目）を一括して記録してい
２４９騎士領プルシェンシュタイン（南ザクセン）における封建的諸義務の償却（３・完）
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る．また，協定 の定めた一時金額は，本稿の諸協定の中で最大であり，協定のそれは第２位であ
るにも拘わらず，これら２協定の一時金額の大部分について，賦役，現物貢租，貨幣貢租，放牧権の
種目別金額が不明である．５種目中で唯一の例外は協定による（Ⅲ）非恒常的貨幣貢租であるけれ
ども，その一時金は一時金総額の１％にも達しなかった．したがって，本騎士領について償却一時金
の負担種目別構成比を，そしてまた，各種目の年次別償却過程を明らかにすることはできない．
集落別の一時金合計額を見よう．第３表は，本節第１表を組み替えて，各集落（アルファベット
順．騎士領は最後に表示）の一時金合計額を示したものである．各集落最終行の［ ］は，償却一時
金総額に占める各集落一時金合計額の比率を示す．なお，集落記号としてⅠは欠番とする．負担種目
Ⅰ（賦役）との混同を避けるためである．
第３表 封建的諸義務償却一時金の集落別合計額
（Ａ）ケマースヴァルデ村
（不動産４６個；１８４０年）（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）＋（Ⅴ）｛４，９５６NT｝
－（ ）（１団体；１８４６年）（Ⅰ）｛１１２NT｝
｛Ａ計５，０６８NT｝［８％］
（Ｂ）クラウスニッツ村
 （不 動 産１０５個；１８４３年）（）（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）＋（Ⅴ）＝｛１３，３２８NT｝；（）（Ⅳ）＝｛１，０３７NT｝；
（ ）合計｛１４，３６５NT｝
（不動産１９個；１８４６年）（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）｛５，７７３NT｝
－（）（１団体；１８４６年）（Ⅰ）｛１３９NT｝
（不動産１７個；１８４７年）（Ⅴ）｛９５６NT｝
｛Ｂ計２１，２３３NT｝［３５％］
（Ｃ）ディッタースバッハ村
（不動産２５個；１８４０年）（Ⅰa）｛９８８NT｝；（Ⅰb）｛５０３NT｝；（Ⅰc）｛１，４９１NT｝＋（Ⅱ）｛２，９０９NT｝＋（Ⅳ）
｛６１NT｝＋（Ⅴ）｛１６６NT｝＝（Ⅵ）合計｛４，６２７NT｝
－（）（１団体；１８４６年）（Ⅰ）｛１３４NT｝
｛Ｃ計４，７６１NT｝［８％］
（Ｄ）フラウエンバッハ村
	－（）（不動産１１個；１８４０年）（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）＋（Ⅴ）｛５６NT｝
｛Ｄ計５６NT｝［０％］
（Ｅ）フリーデバッハ村

（不動産１０個；１８４０年）（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）＋（Ⅴ）｛２，５３５NT｝
－（）（１団体；１８４６年）（Ⅰ）｛１３５NT｝
（不動産１５個；１８６８年）（Ⅲ）｛２５４NT｝
｛Ｅ計２，９２４NT｝［５％］
（Ｆ）ハイデルバッハ村
	－（ ）（不動産１９個；１８４０年）（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）＋（Ⅴ）｛１００NT｝
｛Ｆ計１００NT｝［０％］
（Ｇ）ハイダースドルフ村
（不動産１個；１８４０年）（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）＋（Ⅴ）｛１，１０５NT｝
－（）（１団体；１８４６年）（Ⅰ）｛３０NT｝
－（）（不動産７７個；１８４７年）（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）＋（Ⅴ）｛８，０７５NT｝
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ＡからＯまでの１４集落と騎士領（Ｐ）とを合計した償却一時金総額は５９，９１２NTとなる．この合計
数字は第１表の一時金総額（第２表のそれと同じ）より４NTだけ小さい．第１表の合計は第１表の
各協定別一時金合計額の和であるが，第３表の合計は第１表の各集落の一時金合計額の和である．グ
ロッシェン・プフェニヒを切り捨てる計算方式が，第３表の総額を第１表のそれよりも小さくしたの
である．しかし，総額から見ると，両者の差額は，微少であるから，無視しうる．
第３表が示す義務的不動産所在集落は，次の３種に分類されうる．まず第１は市場町ザイフェン
（Ｎ）と１２村落共同体である．これらは１８３８年農村自治体法成立以降，すべて農村自治体とされた．
この１３集落を本節は，１８３８年以前についても以後についても，村と略記している．第２はザイダ
｛Ｇ計９，２１０NT｝［１５％］
（Ｈ）ナッサウ村
 （不動産１個；１８５９年）（Ⅳ）｛１３４NT｝
｛Ｈ計１３４NT｝［０％］
（Ｊ）ノイハウゼン村
－（ ）（不動産１４６個；１８４０年）（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）＋（Ⅴ）｛３，３９９NT｝
－（ ）（不動産１個；１８４０年）（Ⅰ）＋（Ⅱ）｛２，３１２NT｝
－（）（１団体；１８４６年）（Ⅰ）｛５２NT｝
－（）（不動産１個；１８４８年）（Ⅰ）｛６１NT｝＋（Ⅳ）｛３７４NT｝＝合計｛４３５NT｝
｛Ｊ計６，１９８NT｝［１０％］
（Ｋ）ニーダーザイフェンバッハ村
－（）（不動産１個；１８４７年）（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）＋（Ⅴ）｛２５NT｝
｛Ｋ計２５NT｝［０％］
（Ｌ）ピルスドルフ村
－（）（不動産１４個；１８４０年）（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）＋（Ⅴ）｛１，５１５NT｝
－（）（１団体；１８４６年）（Ⅰ）｛１５NT｝
｛Ｌ計１，５３０NT｝［３％］
（Ｍ）ザイダ市
（２団体；１８４４年）（Ⅳ）｛６５５NT｝
－（ ）（２団体と不動産１個；１８４８年）（Ⅱ）｛４５NT｝＋（Ⅳ）｛３５０NT｝＝合計｛３９５NT｝
｛M計１，０５０NT｝［２％］
（Ｎ）ザイフェン村
	（不動産７６個；１８４０年）（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）＋（Ⅴ）｛１，６６０NT｝
－（）（１団体；１８４６年）（Ⅰ）｛１１１NT｝
｛Ｎ計１，７７１NT｝［３％］
（Ｏ）ウラースドルフ村
－（ ）（不動産３６個；１８４０年）（Ⅰ）＋（Ⅱ）＋（Ⅳ）＋（Ⅴ）｛４，９８６NT｝
－（）（１団体；１８４６年）（Ⅰ）｛１５NT｝
｛Ｏ計５，００１NT｝［８％］
（Ｐ）騎士領プルシェンシュタイン
－（）（不動産１個；１８４０年）（Ⅱ）｛８４７NT｝
－（）（不動産１個；１８４７年）（Ⅴ）｛５NT｝
｛Ｐ計８５２NT｝［１％］
（Ａ－Ｐ計）｛５９，９１２NT｝［１００％］
うち（Ａ－Ｏ計）｛５９，０６０NT｝［９９％］
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（Ｍ）である．その都市自治体・３同職組合・皮剥所は協定 と協定によって騎士領プルシェン
シュタインに償却地代を義務づけられた．ザイダは１８３２年都市自治体法まで騎士領所属都市（これを
旧稿は封臣所属都市と訳していた）であり，同法以後は都市自治体となった．第３に，騎士領プル
シェンシュタイン（Ｐ）はすべての協定において償却地代の権利者であったが，協定と協定の各
一部では償却地代の義務者となった．
第３表によれば，騎士領（Ｐ）の償却一時金（水車屋２人に対する負担）は，一時金総額の１％を
占めるだけである．そのうち，協定－（ ）による一時金は，微少であるから，無視しうる．協定
－（）に基づく一時金，８４７NT（一時金総額の１％）はノイハウゼン村（Ｊ）の水車屋に対して
支払われた．
騎士領を除いた，１４集落の合計額は５９，０６０NTであり，一時金総額の９９％に達する．１４集落中の最
大はクラウスニッツ村（Ｂ）で，全体の３５％を占め，次が１５％のハイダースドルフ村（Ｇ）であり，１０％
のノイハウゼン村（Ｊ）が，さらに，８％のケマースヴァルデ村（Ａ），ディッタースバッハ村
（Ｃ）とウラースドルフ村（Ｏ）が続く．以上の６村だけで全体の８４％を占める．それに対してフラ
ウエンバッハ（Ｄ），ハイデルバッハ（Ｆ），ナッサウ（Ｈ），ニーダーザイフェンバッハ（Ｋ）の４
村の比率は１％に達せず，ザイダ市（Ｍ）は２％にすぎない．ピルスドルフ村（Ｌ）とザイフェン村
（Ｎ）はそれぞれ３％である．
償却の年次別経過を集落別に見ると，フリーデバッハ（Ｅ），ナッサウ（Ｈ），ノイハウゼン
（Ｊ），ザイダ（Ｍ）の４集落を除く，１０村と１騎士領では，償却が既に１８４７年までに終了してお
り，ノイハウゼン村とザイダ市では１８４８年に完了した．フリーデバッハ村においても１８４６年までに村
合計額の９１％の償却が進行していた．しかし，本稿第１７節で見たように，抵当認可料の償却地代
額，場合によっては，この権利＝義務の存在そのもの，を巡る対立のために，それの償却に関する協
定が作成・承認されたのは，ようやく１８６８年である．これが当騎士領関係償却協定の最後であっ
た．なお，ナッサウ村の償却は１水車屋による１８５９年の償却であるが，その一時金は，協定のそれ
と同じく，一時金総額の１％に達しない．
償却一時金総額の５％以上を占める集落は，７村あった．償却された諸負担の種目別構成比は，こ
の７村について，どこまで明らかになるであろうか．
一時金総額に占める比率が８％のディッタースバッハ村（Ｃ）に関しては，協定の４種目別一時
金額に協定－（）の賦役のそれを加算すれば，村合計額に占める各種目の比率が確定されうる．
すなわち，諸義務中の第１位は現物貢租であり，村合計額の６１％を占め，第２位の賦役は３４％であ
る．連畜賦役の一時金は協定によれば手賦役のそれのほぼ２倍であった．連畜賦役と手賦役のこの
大まかな関係は，協定－（）の賦役を加えても，それほど変動することはないであろう．協定
－（）の賦役区分は不明であるけれども，その一時金は協定－（Ⅰc）の賦役小計の９％を占め
るにすぎないからである．放牧権（３％）は懸け離れて小さく，貨幣貢租（１％）はさらに小さい．
賦役と現物貢租の合計は村合計額の９５％に達する．
一時金総額に占める比率が最大（３５％）のクラウスニッツ村（Ｂ）で，協定は放牧権だけを対象
としており，その償却一時金は同村合計額の５％を占めた．協定	－（）（村合計額の６３％）は放牧
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権を含むから，放牧権の割合はさらに高くなる．また，協定 －（ ）はすべてが貨幣貢租であり，
これは村合計額の７％を占めた．したがって，貨幣貢租は村合計額の７％を確実に超える．上記 －
（）も協定（村合計額の２７％）も貨幣貢租を含んでいたからである．そのために，この村の貨幣
貢租と放牧権の比率は上記ディッタースバッハ村のそれを上回るはずである．
フリーデバッハ村（Ｅ）（一時金総額の５％）について協定が償却した非恒常的貨幣貢租は，当
村でのみ見られた負担種目であり，その一時金は村合計額の９％に相当する．この比率は変動しな
い．協定（村合計の８７％）も協定－（）（村合計の５％）も非恒常的貨幣貢租を含まないからで
ある．したがって，村合計額の残り９２％が賦役，現物貢租，貨幣貢租と放牧権の合計である．
ノイハウゼン村（J）（一時金総額の１０％）では，協定－（）の賦役と現物貢租が同村合計額の
３７％を占めた．協定－（）（村合計の５５％）は賦役と現物貢租を含み，協定－（）と協定－
（ ）－（Ⅰ）も，賦役（２協定による賦役の一時金合計額は村合計額の２％）を償却したから，賦役
と現物貢租の合計は村合計の３９％を上回る．そのために，貨幣貢租と放牧権の合計は村合計の６１％を
越えることはない．そのうち貨幣貢租は協定－（ ）－（Ⅲ）によれば村合計の６％を占める．上記
協定－（）は貨幣貢租を含むので，貨幣貢租は同村合計の６％を越えるはずである．	
特殊な
事情として当村の水車屋は協定－（ ）に基づいて騎士領から８４７NTの一時金を受け取った．これ
は，当村が支払う一時金合計の１４％に相当した．
以上の４村は賦役・現物貢租・貨幣貢租・放牧権の４種目を義務づけられていた．貨幣貢租の比率
は，クラウスニッツ村で７％以上，ノイハウゼン村で６％以上（放牧権を含めた比率は６１％以下）で
あった．それに対して，ディッタースバッハ村の貨幣貢租，１％（確定値）はきわめて低い．フリー
デバッハ村における貨幣貢租の比率は不明である．
一時金総額の１５％のハイダースドルフ村（Ｇ），同８％のケマースヴァルデ村（Ａ），同じく８％の
ウラースドルフ村（Ｏ）には，賦役・現物貢租・貨幣貢租・放牧権の４種目が課されていたけれど
も，一時金の４種目別構成比は不明である．
ザイダ市（Ｍ）は，一時金総額の２％を占めるにすぎないけれども，他の１３村と異なって，都市で
あるから，義務の種目別構成比を一瞥してみる．ザイダ市一時金合計額の中で，協定－（）－
（Ⅱ）が償却した現物貢租は４％にすぎず，協定と協定－（）－（Ⅳ）の貨幣貢租は９６％に及ん
だ．同市が義務づけられたのは，この２種目のみ（その大部分が貨幣貢租）であり，賦役，非恒常的
貨幣貢租と放牧権はここには存在しなかった．
第３表の一時金総額から騎士領負担額（総額の１％）を差し引いた部分，すなわち，A－O計は５９，０６０
ターラーである．これを騎士領は１８４０－６８年に受け取った．２９年間の年平均受領額は２，０３７ターラー
となる．他方で，当騎士領の「地租単位」は２８，０７４であった（５）．したがって，その年間純益は９，３５８
ターラーであった．上記の年平均一時金受領額は騎士領の年間純益の２２％に相当したことになる．ま
た，第２表で見ると，一時金総額の９９％（５９，５２８ターラー）は，１８４０－４８年に償却されたものであ
る．したがって，この９年間の一時金受領額は年平均で６，６１４ターラーとなり，これは騎士領の年間
純益の７１％に相当した．
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償却一時金を負担した集落は第３表によれば１市，１３村であった．他方で，１８世紀後半に騎士領プ
ルシェンシュタインが一円的に支配した集落は，ザイダ市を含む１８集落と騎士領であった．この１８集
落のうち，独立の集落はケマースヴァルデ，クラウスニッツ，ドイッチュ・アインジーデル，ドイッ
チュ・ノイドルフ，ディッタースバッハ，フリーデバッハ，ハイデルベルク，ハイダースドルフ，ノ
イハウゼン，ザイダ，ザイフェン，ウラースドルフの１市，１１村であり，他の６集落は別の村落の部
分集落であった．第３表に掲げられている集落で見ると，フラウエンバッハとハイデルバッハはノイ
ハウゼン村の，ピルスドルフはウラースドルフ村の部分集落であった（６）．この事情と対比して，以下
が留意される．
  ノイハウゼンの部分集落であるフラウエンバッハとハイデルバッハが償却一時金総額に占める
比率は，それぞれ０％であった．したがって，ノイハウゼンの村一時金合計額とその比率についての
上の記述は，部分集落を統合した大ノイハウゼン村についても，変更の必要がない．部分集落，ピル
スドルフ（一時金総額の３％）を加えると，大ウラースドルフが一時金総額に占める比率は１１％に高
まる．この１１％はノイハウゼンの１０％を上回る．しかし，第３表によれば，ウラースドルフとピルス
ドルフが参加した協定は同一であり，負担の種目別構成も同一であった．したがって，償却の年次別
進行過程は上記と同じで，種目別構成比も不明のままである．
 １８世紀後半に騎士領が一円的に支配した１１村は，第３表のナッサウ村とニーダーザイフェン
バッハ村を含まない．ただし，この２村が償却一時金総額に占める比率はそれぞれ０％であった．
 一円的に支配された１１村の中に，ドイッチュ・アインジーデル村とドイッチュ・ノイドルフ村
があった．しかし，この２村は第３表に含まれない．
（注１）騎士領プルシェンシュタインとその所属集落に関連する全国償却委員会文書として，さらに第４８９５号，
第１１９６９号と第１４７７８号の３償却協定がある．このうち，第１１９６９号協定は国庫と騎士領との協定であり，他
の２協定は聖界の土地と住民との協定である．これら３協定は騎士領と領民との間の償却協定ではないの
で，本稿はこれらを検討しない．
（注２）本表各項の典拠は次のとおりである． 第１節第９表．第２節参照．第３節第５表（想定第１）．
第４節第５表（想定第１）．第５節第５表（想定第１）．第６節第５表（想定第１）を修正．第７節
第１表．第８節第４表．	第９節第５表．なお，本表	－（ ）は第９節第５表の年地代 （貨幣貢租を
含む）と一時金との合計であり，本表	－（）は第９節第５表の貨幣貢租年地代である．
第１０節参
照．第１１節第３表．第１２節第１表を修正．第１３節第３表．第１４節第２表参照．第１５節第１表．
第１６節参照．第１７節第２表を修正．
（注３）松尾展成，『ザクセン農民解放史研究序論』，御茶の水書房，１９９０年，p．５５．
（注４）騎士領リンバッハに関する全国委員会文書第１６５９号はリンバッハ村などの賦役償却協定であった．この
協定の協定一連番号の最後は２４１であった．それに関して，この償却協定自身が，そして，この協定を紹介
したザイデルも，義務者総数を２４１人と書いている．複数の義務者が１個の協定一連番号の下で１個の不動
産を所有する場合と，１人の義務者が複数の協定一連番号の下に複数の不動産を所有する場合が，この協
定に見出されるにも拘わらず，である．松尾 ２００６，「リンバッハ」，，p．４５．
（注５）松尾 ２００１，p．２２．
（注６）松尾 ２００１，p．２６．なお，騎士領プルシェンシュタイン所属１９集落における１８世紀後半のフーフェ農，
園地農，小屋住農の戸数は，松尾 ２００１，pp．２３－２６にある．
松 尾 展 成２５４
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